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「転換期」における

リーダーの役割

　　　中部産政研

理事長加藤裕治

　今年8月の理事会で理事長に就任して以降

初めてのこの欄への執筆となる。これまでの

経験を活かし中部産政研が引き続き皆さんの

お役に立てるシンクタンクであり続けられる

よう微力を尽くしたいと決意しているのでよ

ろしくお願いしたい。

バラク・オバマ大統領の誕生

　2008年ll月5日、民主党バラク・オバマ氏

が共和党マケイン氏を破ってアメリカ第44代

大統領に就任することが決まった。2004年民

主党大会で全米デビュー、今回の大統領選挙

で世界的注目を集め、彗星のごとく登場した

元イリノイ州上院議員、バラク・オバマ。共

和党ブッシュ政権下で外交も内政も経済も行

き詰まったアメリカを「『チェンジ』して再

び『統合』しよう。」オバマ氏の掲げたこの

分りやすいメッセージにアメリカ国民はアメ

リカの再生を託したのだ。建国から223年、

初の黒人大統領の誕生である。

　オバマ時代の始まりは、同時にサッ

チャー、レーガンで始まった冷戦後の新保守

主義政治・経済政策が大きく転換していくで

あろうことを確信させるものである。何より

そのもっとも強力、強大なリーダー・アメリ

カが転換への道を選択したのである。世界各

国から、歓迎と期待の声が上がっている。実

は、大統領選挙に先立つ本年度のノーベル経

済学賞にポール・クルーグマン氏を選んだ時

点で、世界の気持ちは十分にアメリカに伝

わっていたはずだ。クルーグマン氏は早くか

ら金融バブルに警告を発し、ブッシュ政権批

判の急先鋒だったからである。

バラク・オバマの覚悟

　オバマ氏のリーダーとしての素質について

はいろいろな論評があるが、個人的には彼が

ヒラリー・クリントンを破る過程で見せ続け

た砒（まなじり）の中に、　「大統領になる」

という覚悟の強さや、自らの栄誉のためでな

くアメリカのためにという清廉な志を私は感

じていた。

　暗い話だが、オバマ氏が黒人であるという

ことで、予備選の最中から「彼はどこかで暗

殺されるのではないか」というささやきがそ

こごこで聞かれた。ヒラリー氏がキャンペー
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ン中にそのことを間接的に取り上げ大きな失

点につながったことをご記憶の方も多いだろ

う。しかし彼はそれを恐れることなく、大衆

の中へ分け入り、あえて保守の強い地域にも

積極的に足を運んだ。そしてアメリカ中に

「チェンジ」と「統合」　（白人も黒人も、保

守もリベラルも、民主も共和も…）。の方に

向かって一緒に進もうじゃないか、と訴え続

けたのである。アメリカをチェンジへと導く

新たなリーダーが誕生したのである。ただ現

在は方向を示した段階であり目に見える具体

策を示したわけではなく、多くの人がオバマ

に未来の夢と希望を預けた形となっている。

今後のリーダーシップの具体的な発揮、すな

わち実際の施策と行動によって真のリーダー

たりうるかが問われることになる。人々の期

待が大きいだけに、オバマ新大統領の動きが

注目される。

リーダーの役割とは

　リーダーの役割とは何か。それに関する著

作、評論は世の中に無数にあるといってよ

い。偉人の伝記を読むことで学べることもた

くさんある。そういうものを読みリーダーの

為すべきことを学び取ることはリーダーの大

切な仕事である。しかし、ここで言いたいこ

とは何をしたら良いかという「HOW　TO」

ではなく、いかにあるべきかという「TO

BE」なのである。冒頭でオバマ氏を挙げた

のは彼の中にそのあるべき姿を見たからであ

る。オバマ氏は大統領をめざすにつき、何よ

り身を棄て、覚悟を持ったことを示した。

　自分のためでなく国、組織、公益のため未

来のため、そういう覚悟を持つことはリー

ダーの第一条件だろう。そうでないリーダー

を持った国民、組織の構成員は不幸である。

日本に引き比べてみたとき、どう考えるべき

であろうか。

　それからもうひとつ大事なことは「チェン

ジ」と「統合」を掲げ続けたことである。こ

れはアメリカの進むべき方向であるが、同

時にアメリカ国民それぞれがその生活領域の

中で信じ、実践していくべきテーマでもあっ

た。アメリカ国民は先の見えない苦悩の中で

彼の勇気とその明快さにかけたのである。

普通の人たちにこそ「カ」を

　リーダーは組織の多くの「普通の人たち」

の象徴でもある。　「普通の人たち」即ち、国

なら国民、会社なら社員、労働組合なら組合

員。普通の人たちにはそれぞれの暮らし、人

生がある。それぞれが一生懸命に生きてい

る。その人たちの日々の人生は多分国の体制

や指導者が変わろうと変わることはない。生

まれ、育ち、育て、そして老いてゆく。その

個々の人生が「これでいいのだ」と思えなけ

れば人は不安に駆られ、生きる喜びは沸いて

こない。リーダーに必要なのはその構成員た

ちにそれぞれ、　「これでいい」と思える確

証を見せることではないだろうかと思う。

「シェアナンバーワンになろう」とか「売り

上げを倍増」とか言うことはその組織の目標

ではあっても日々生きている個々の人間の生

活で目指すものではない。日本企業のある経

営トップが掲げる「明るく、楽しく、元気よ

く」というモットーは、企業にも個々人にも

実践すべきものとしてイメージできる。た

だ、どんなときにも明るく元気なリーダーで

あるということは簡単なようで難しい。
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終りに

　話は少し変わるが、戦国時代武将たちが選

んだ戦場を考えてみるといい。川中島、桶狭

間、長篠、関が原…みないわゆる人里はなれ

た山中や川沿いである。それらが国境（くに

ざかい）だったということももちろんある。

しかし、大切なのは戦国の武将たちは民百姓

たちの暮らす田や畠や家を絶対に荒らしては

ならないと考えていたことである。それは武

士たちにとってご法度であった。　「民の暮ら

し」は永劫である。天下取りのための戦（い

くさ）は別次元のことなのだ。リーダーは戦

に勝つことも重要だが民の竈に煙が立ち上っ

ていることを保証するのもそれ以上に大切な

のだ。

　今が世界にとって、日本にとって「転換

点」であるからこそ、リーダーはわが身を振

り返り、そのあるべき姿に思いをいたすべき

ではないだろうか。今、やるべきことはたく

さんある。しかし、やるべきことの処方箋は

大概専門家が作ってくれるし、今の日本では

それはもう大方は見えているのだ。要はそれ

を皆がその気になって目指していくための方

向性と確信をどう与えるか。そのことが今問

われている。
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世界同時不況下における

消費税の段階的引き上げ

南山大学総合政策学部

教授村松　久良光

1，ハーバード大学教授フェルドスタイン氏の提案

　「①金融政策の変更も新たな財政負担もな

しでデフレを克服し需要を喚起する具体策が

残っている。消費税と法人税を活用する手法

である。②消費税率はいったん1％まで下

げ、3ケ月ごとに1％ずつ引き上げる。企業

の投資に20％の税控除を認めたうえで翌年か

ら控除率を引き下げる。③個人、企業ともに

消費や投資を手控えることがなくなり、一時

的なインフレをつくり出せる。自力で不況を

脱出するための実施可能な戦略である。」

　ハーバード大学のフェルドスタイン教授に

よる上記の提案は、7年前の2002年1月3日

付けの『日本経済新聞』　「経済教室」におい

て「税制でデフレ克服」というタイトルで書

かれたものである。その当時、　「世界経済は

同時不況の様相を色濃くしてきたが、2002年

には米国を軸に回復に向かう見通しが強まっ

ている。ただ日本はデフレに悩み、構造改革
　しんぎん

にロ申吟している。経済再生への針路をどう定

めるか、シリーズで考える」ということで

「ニッポン再生の針路①」として載った。

　橘木俊詔著『消費税15％による年金改革』

（東洋経済新報社、2005）に代表されるよう

に、早い時期から消費税の引き上げの提案は

あったが、逆に、一般における消費税の引き

上げへの反発はものすごく強く、また、消費

税引き上げの提案をして政権が二度も倒れた

ために、政治家にはタブー視する見方も多

い。

2．段階的消費税引き上げの消費への影響

　2007年に米国におけるサブプライムローン

の破綻から始まった金融危機は、2008年の秋

から世界全体の実体経済に影響し、まさに世

界同時不況の状況に陥っている。この時期

に、各国は一斉に需要喚起策を取り始めた。

この段階で、フェルドスタイン氏の提案には

妥当性があるかどうかを検討してみよう。

　彼の消費税に関する提案の背後には「…金

利引き下げと財政赤字の拡大という伝統的な

刺激策は、金利が事実上ゼロで政府債務が国

内総生産（GDP）に対する比率が先進国で

最高の130％に達している現状では実効性の

ある選択肢ではない」という見方がある。
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2006年に金利はわずかに上がったが依然とし

てゼロに近いし、政府債務残高はさらに増え

て約1．5倍にならんとしており、状況はその

当時と変わってはいない。

　続いて彼は言う。　「物価下落傾向を逆転さ

せることは、ものを買うなら今だというイン

センティヴを与えることだ。このため、個人

消費と企業の支出を刺激する有効な戦略であ

る。支出が拡大すれば、経済は活気を取り戻

し、その結果、所得が増える。今後も支出の

水準を維持し、さらに押し上げる効果が期待

できる。」…「政府が物価を上げ、家計と企

業に支出増を促す方法がある。消費税を現在

の5％から1％に引き下げ、その後3年間は

消費税率が13％に達するまで、3ヶ月ごとに

1％ずつ引き上げると発表するのである。そ

うすれば3年間は毎年インフレ率が4％上乗

せされていく。これにより購買意欲が高まる

のは明白である。買い控えれぼいずれ高い値

段で買うことになるが、今買えば将来買うよ

りも支払いが少なくて済む。3年間はこうし

た価格インセンティヴが効果を発揮する」と

いう。

　このような方策として、イギリスのブラウ

ン首相が、2008年12月1日から日本の消費税

に当たる付加価値税（VAT）を少なくとも

1年間17．5％から15％に引き下げると発表し

た。発表から1週間で即実施できることに驚

いたが、日本であれば国会の審議を経て、実

施までには早くとも半年ないし1年はかかる

であろう。税率が下がる期間は、できるかぎ

り消費を先延ばしすることになるから、景気

をさらに悪化させることになってしまう。

　また、3ヶ月ごとに1％ずつ引き上げると

いう案は、値付け変更が大変という商業部門

の反対にあい、実現しそうにない。結局、早

くとも2010年度より1年で1％ずつ5年間引

き上げる案が穏当なところであろう。

3．この提案は国民に支持されるであろうか？

　結論からすると、この提案が多くの国民に

支持されるかどうかについては悲観的であ

る。先になるほど消費税が上がるから先に買

おうとはするが、結果的に消費税が上がった

段階では実質消費は下がっており、それに見

合うメリットが他になければ支持されない。

　増加した消費税収は、基礎年金の国庫負担

分や医療・介護の機能強化、社会保障のため

の公債発行の節約などに使われ、また、基礎

年金保険料を払わなくともすむかもしれな

い。

　では、このような施策は、若者や主婦パー

トにとって目にみえるメリットとして映るで

あろうか。フリーターなどの若者はすでに年

金保険料を払っていない人が多く、払ってい

るとしても親である場合が多い。主婦パート

の保険料は元々ゼロである。消費税引き上げ

によって将来の財政収支が均等し国債発行高

が増えないとしても、それによるメリットを

想像するのはむずかしい。

　現在、自動車産業を中心に期間従業員や派

遣労働者が大幅に削減されつつある。唐突だ

が、この人たちを企業の外に放り出すのでは

なく、できるかぎり企業に留めることが社会

にとって肝心である。そのためには、1、2

年前から定年を迎え再雇用になっている団塊

の世代が、技術・技能を伝授し、今のうちに

職場の力量を高めておくことが望まれる。

〔筆者は中部産政研顧問〕
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2009年春の労使交渉・協議に向けた視点

　米国に端を発した金融不安は全世界に波及

し、日本もその波の中で大きな影響を受ける

こととなった。既に金融不安は実体経済にも

及んでいる。株価も大幅に下落し、明らかに

景気後退局面に入っている。その要因は米国

経済の後退とそれを受けた新興国経済の不振

により、これまでの景気拡大を牽引してきた

外需が大幅に落ち込んだこと、さらには先行

き不安による内需の後退である。日本経済の

先行きが見えにくくなっている。原油価格は

下落したものの、円は独歩高となり、日本経

済は困難な局面を迎えていると言ってよい。

　振り返ってみると、このような経済情勢の

大きな変化は、ここ30年ぐらいの中でいくつ

かあった。2度の石油ショックに伴う狂乱物

価が日本経済を襲った1970年代の半ば、その

後は低成長ながらも安定的な時代があった

が、1985年のプラザ合意による急激な円高、

そしてその後のバブル経済は約5年間続い

た。そしてバブルが崩壊し失われた10年と

なっていく。2002年2月～2008年8月までの

「いざなみ景気」は戦後最長ではあったが、

輸出拡大と設備投資によるもので個人消費が

低調にとどまり、　「豊かさを実感させない好

景気」であった。

　このようないくつかの景気変動期には、賃

上げ圧縮、リストラ、年功賃金制の変更など

による固定費削減、非正規労働力の受入・拡

大、ベアゼロ、成果主義の導入など、日本の

企業労使は様々な対応をしてきた。それは後

になってみれば、それぞれ「転換期」であっ

た。

　現在の経済状況と今後の展望を踏まえる

と、正に今は「転換期」にあると捉えること

ができるのではないだろうか。一時的な経済

変動への対応ではなく、現在の変化の方向性

を見極め、中長期の展望にたって、今後の施

策を政労使で考えるべき時期と言える。日本

はグローバル経済に深く組み込まれ、世界経

済とかけ離れた場所に身を置きながら労使で

話し合うことはできなくなっている。外部環

境の激変が、労使双方の努力を霧散してしま

いかねない情勢を踏まえなければならない。

　「今世紀最大の危機」　「100年に一度の大

津波」といわれる今回の景気後退を受け、今

後の日本経済の課題は何か、またその中で企

業労使に求められる役割・対応策・行動など

はどうあるべきであろうか。パラダイムチェ

ンジが求められている。

　足許では、生産活動の停滞に伴って雇用調

整が進み、雇用情勢は厳しさが増している。

最初に非正規労働者の雇用に影響が出始め、

その影響は新規採用や正社員にも及ぼうとし

ている。需要減退に伴って国内企業物価指数

も大幅に下落した。輸出産業の決算見通しも

大幅な下方修正が相次いでいる。
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　こうした情勢のもと、2009年春に開かれる

労使の間の話し合い・討議は、大きな転換期

におけるものであり、その果たす役割は重要

である。この12月、連合の「2009春季生活闘

争方針」と日本経団連の「2009年版　経営労

働政策委員会報告」が相次いで公表された。

来春の労使討議に臨む考え方を労働側と経営

側に示した指針である。

　連合は、内需の拡大を促し、実質生活を確

保するためにも、物価上昇を踏まえた取組み

の強化」　「景気の回復と生活防衛のための取

組み」「格差社会からの脱却のための運動を

継続・強化」などを基本的な考え方とし、①

賃金カーブ維持分を確保した上で、消費者物

価上昇に見合うベア②パート労働者なども含

めた全従業員を対象に、賃金をはじめとした

待遇改善③賃金の底上げのため、企業内最低

賃金協定の締結と水準引き上げ④総実労働時

間の短縮⑤時間外・休日労働の割増率の引き

上げといった5つの柱を掲げている。

　これに対し経団連は、未曾有の経済環境の

下、横並びに賃金の底上げを図る横断的な

ベースアップはあり得ないとの従来からの主

張を明確にしつつ、　「ベア容認」の姿勢が見

られた08年春闘から一転し、「賃金よりも雇

用を守ることに努力する」との立場を鮮明に

している。当初伝えられていた「雇用を守る

ことを最優先」との表現が「雇用の安定に努

力する」となったのは、直近の雇用情勢の厳

しさを反映した結果と思われる。また賃金決

定については各社の支払い能力に応じて個別

労使が判断すべきとの考え方を示してはいる

が、多くの企業では「賃上げを行う余地はな

い」との主張となっている。連合と日本経団

連が公表した「指針」を転載するので、ご参

照いただきたい。

　労使の対応で、よく引き合いに出されるの

は、1975年の春闘である。2度の石油ショッ

クによって狂乱物価が続き、物価と賃上げの

スパイラル現象を収束させることが、日本の

課題だった。この春闘では、労働側も経営側

もそれぞれ長期的な視点から日本経済のある

べき姿について模索し、当時の福田蔵相も水

面下での調整に乗り出すなど、それまでには

ない春闘前段の動きがあった。結果として、

75春闘は物価上昇を下回る水準で決着した。

日本経済に悪影響を及ぼした外部要因を労使

努力で少しずつ吸収してソフトランディング

をめざすとともに、政府も物価抑制に向け政

策を総動員するというものであった。この時

の労使の対応は、その後の日本経済と日本企

業の強さを導き出した大きな要因だとも言わ

れている。後にこれを「日本版の社会契約」

だったと評価する声もある。

　今回の転換期は、30年前と比べるべくもな

いほど複雑な要因が絡んでいる。先行きを見

越すのは極めて難しいかもしれないが、人口

減、高齢化社会という日本の抱えた独特の要

因ははっきりしているし、日本の製造業が国

の基盤としてこの危機を乗り越えていかねば

ならないこともはっきりしている。そうした

中で、企業労使の真摯で建設的な話し合いが

行われることを期待したい。

（文責：事務局）
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2009春季生活闘争方針

日本労働組合総連合会

　連合はこれまで、格差社会からの脱却を運動の重点に置き、賃金の底上げと格差是

正に結びつく賃金改善、非正規労働者の処遇改善や正社員化、ワーク・ライフ・バラ

ンスの実現に向けた労働時間の短縮、割増率の引き上げ等に取り組み、労働分配率の

反転をめざし総力をあげて闘争を推進してきた。こうした中で起きた今回の米国発

の金融・経済危機は、急激な円高や株の乱高下を招き、春季生活闘争をめぐる環境は

日増しに厳しさを増している。しかし、労働者生活は輸入インフレによる物価上昇に

よって実質賃金が減少しており、実質生活の維持が困難となっている。物価上昇分を

労働者に負担させる現在の状況は、消費が低迷する日本の経済体質をさらに歪めるこ

とになる。

　今、労働組合に求められることは、物価上昇に見合った賃金引き上げを行い、自律

的な経済発展へ転換を図っていくことであり、そのことが最大の景気対策となる。こ

うした取り組みによって、持続的成長を確保するとともに、安心できる社会保障制度

の確立等によって国民の不安を解消していくべきである。

　一方、今回の危機は、市場原理主義の限界を示すものであり、今こそパラダイムシ

フトが必要である。場当たり的な経済対策では、この危機を乗り越えることはできな

い。連合は、10月23日の中央執行委員会で確認した「歴史の転換点にあたって～希望

の国日本へ舵を切れ～」にもとづき、効率と競争最優先の価値観から公正と連帯を重

んじる社会の実現をめざし、政策の転換を求めていく。

1．生活・雇用の実態と取り巻く環境（省略）

1．日本経済の動向

2．労働者の生活実態

3．長時間労働の実態

4．企業収益の動向

5．国民不安を解消する景気対策の実施

6．内需拡大のための企業責任
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皿．2009春季生活闘争の推進

（1）取り組み全体の考え方について

　田春季生活闘争の取り組み姿勢と機能強化

　　ア）マクロ経済を内需型経済へ転換するため、賃金をはじめとする労働諸条件の

　　　改善と、格差の是正、底上げに向けた春季生活闘争を強力に展開する。

　　イ）大手組合の賃金引き上げ結果の波及力を強化し、中小労働者、未組織労働者

　　　の格差是正、底上げをはかる観点から、共闘連絡会議を立ち上げ「社会的所得

　　　分配メカニズム」の機能強化をはかる。

　　ウ）金融・経済危機の影響が日本にも様々なかたちで出始めており、とくに弱い

　　　立場にある非正規労働者の雇用問題が顕在化しつつある。非正規労働者の雇用

　　　問題にも留意しつつ、すべての労働者の雇用と生活安定に向けて取り組みを推

　　　進する。

　［2］政策・制度の取り組みとの連携強化

　　　景気下降局面における物価上昇のなかで、景気の回復と生活の安定をはかって

　　いくため、2009春季生活闘争では、従来以上に政策・制度との連携を強めたもの

　　とする。

　◆金融機関の貸し渋り対策

　◆中低所得者層に対する所得税減税

　◆非正規労働者、中小・下請労働者に対する対応

（2）2009春季生活闘争に臨む基本的な考え

　田配分の歪みから所得格差の拡大、二極化が進展し、内需の中心となる個人消費は

　　低迷したままとなっている。物価が大幅に上昇する中で実質賃金の低下を放置し

　　ておけば、さらに個人消費は落ち込み、日本経済は益々悪くなることは必至であ

　　る。外需が落ち込みを見せている今、内需の拡大を促し、実質生活を確保するた

　　めにも、物価上昇を踏まえた取り組みを強化していく。

　　　同時に、これ以上の景気の悪化を防ぎ、企業倒産と失業を増やさないために

　　も、2009春季生活闘争を、景気の回復と生活防衛のための取り組みと位置づけ、

　　連合の総力をあげて闘争を推進する。

　［21連合は、これまで取り組んできた格差社会からの脱却のための運動を継続・強化

　　するとともに、分配の歪みの是正に向け社会的な分配のあり方に労働組合として

　　積極的に関与していく。

　［3］とくに、非正規労働者や中小企業労働者の格差是正を伴う賃金の引き上げが不可

　　欠であり、すべての労働者の処遇改善に向けて取り組みを強化していく。そのた

　　めにも、法定最低賃金につながる企業内最低賃金協定の締結拡大と水準の引き上
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　　げに向けた取り組みを強化する。

　［4］賃金改善（賃金引き上げ）について企業に求めていく一方で、政府に対しても財

　　政金融政策や税制度の見直し、雇用のセーフティネットの整備など、生活に直結し

　　雇用を守る政策面の取り組みを従来以上に強めていく。

〔3）すべての組合が取り組むべき課題（ミニマム運動課題）

　［ll賃金カーブ維持分を確保したうえで、消費者物価上昇に見合うベアに取り組む。

　［2］パート労働者なども含めた全従業員を対象に、賃金をはじめとする待遇改善に取

　　り組む。

　［3慣金の底上げをはかるため企業内最賃協定の締結と、その水準を引き上げる。

　［41長すぎる労働時間を是正するため総実労働時間の短縮をはかる。

　［5］時間外・休日労働の割増率の引き上げに取り組む。

2．具体的な労働条件の要求と取り組み

（1）賃金改定の要求と取り組み

　［1］賃金改善（賃金引き上げ）の考え方

　　ア）賃金カーブ維持分を確保したうえで、物価上昇（2008年度の見通し）に見合

　　　うベアによって、勤労者の実質生活を維持・確保することを基本とし、マクロ

　　　経済の回復と内需拡大につながる労働側への成果配分の実現をめざす。

　　イ）中小・下請労働者の格差是正、非正規労働者の処遇改善や正社員化に向けて

　　　産別の指導のもと取り組みを展開する。

　［2】賃金水準重視の取り組み

　　ア）賃金水準の社会化の実現という賃金闘争の本来の考え方に立ち戻り、賃金水

　　　準（絶対額）を重視していく。

　　イ）また、労働組合の要求内容や妥結内容が組合員に見えやすくすると同時に、

　　　産別間の相互理解を進めるうえからも、賃金水準重視を踏まえた賃金改善の概

　　　念について整理していく。

　　ウ）生活の基礎である月例賃金を最優先した闘争を推進し、年間収入の維持・向

　　　上に努めるものとする。

　［3］連合「賃金指標」の策定

　　ア）連合は、産業・企業の賃金の水準、実態について相互比較ができる「賃金

　　　指標（高卒35歳標準労働者）」をベンチマークとして作る。これに基づき、産

　　　業・企業と比較した賃金の位置づけを明確化し、産業間格差の是正や中小組合

　　　の体系整備・格差是正等の取り組みを推進していく。

　　イ）連合「賃金指標」にもとづき、各産別・単位組合はより「賃金の絶対水準を
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　　　重視していく」取り組みをすすめる。

　　ウ）地方ブロック別にも「賃金指標」を提示し、地域ミニマム運動との連携をは

　　　かりながら、地域における水準の比較と引き上げに向けた運動を推進する。

　［4118歳高卒初任給の参考目標値…164，000円

　　　産別方針を踏まえ、初任給の決定に対して積極的に関与していく。

　［5］賃金改善（賃金引き上げ）の情報開示について

　　　社会的メカニズム機能をより発揮するため、各産別は賃上げ額とその賃金水準

　　の明示・開示に責任を持つ。

（2）中小・地場組合の賃金改善

　［1］賃金水準改善のための水準値

　　　賃金水準の回復と底上げには、上げ幅だけではなく高さで測る実態賃金の水準

　　を引き上げることが重要である。組合員の賃金水準の低下を防ぎ改善をめざす取

　　り組みとして、到達すべき（しているべき）水準値を参考指標とし設定する。

　　　加えて、地域におけるミニマム水準（地域ミニマム賃金）は、地方連合会が設

　　定する。

　　ア）到達すべき水準値（参考）

25歳　185，000円

30歳　210，000円

35歳　240，000円

40歳　265，000円

ii翻一差

　　イ）産別や地方連合会方針、地域の賃金水準などを踏まえ、各単組における賃金

　　　分析結果に生活維持分（物価上昇分）を加え、それぞれが、あるべき単組の賃

　　　金水準の目標を設定する。

　［2］賃金引上げ要求目安

　　　賃金カーブ維持分に加え、物価上昇をベースアップに含めた生活維持分の確保

　　に重点を置いた要求目安とする。

　　　また、三段積み上げ方式とし、賃金改善分を二段目および三段目とする。

　　ア）賃金カーブの算定が可能な組合

　　　1段目…賃金カーブ維持分　　　単組賃金分析結果より算出

　　　2段目…ベースアップ分　　　　物価上昇見合い分

　　　3段目…格差是正分　　　　　　　経済成長分や産別・地方連合会等の方針を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　踏まえ、単組の事情により設定する。

　　イ）賃金カーブの算定が困難な組合

　　　9，000円以上とする。なお、賃金カーブ維持分4，500円を含む。

（3）パート労働者等の待遇改善
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　　2009パート共闘会議は、概ね低所得者が多いパートタイム労働者の生活防衛と雇

　用確保を、連合2009春季生活闘争における大きな柱として位置づけ、時間給の引き上

　げなど処遇改善に全力で取り組むこととする。

　［ll時間給の引き上げへの取り組み

　　　連合が掲げる「誰もが時給1000円」や、全国的な地域最賃の引き上げ、物価上

　　昇、成果配分、正社員との格差是正等を勘案し、次のア）からウ）のいずれかに取

　　り組む。

　　ア）絶対額1，000円程度

　　イ）但し、単組が取り組む地域毎の水準については、構成組織は現状を踏まえ中

　　　期的に「連合リビングウェイジ都道府県別の水準」を上回るよう指導する。

　　ウ）引き上げ額…30円程度（引き上げ額は定昇込みの金額とする。）

　［2」組織拡大にむけた取り組み

　　　産別と単組がこれまで以上に連携し、単組の実態把握および、それに基づく取り

　　組み方針・ステップを明確にし、着実な取り組みによって組織拡大をめざす。

　［3］均等・均衡待遇実現への取り組み

　　ア）労働条件や人事諸制度の均等・均衡待遇の実現にむけた取り組みは、パート

　　　タイム労働者の組織化と労働条件の均等・均衡待遇に向けた「中期的取り組み

　　　指針」　（ガイドライン　2008年8月）を活用し、構成組織・単組の実情に応じ

　　　て要求・要請項目を設定し推進する。また、パートタイム労働法などパートタ

　　　イム労働者に関する法律が遵守されているか、点検活動もあわせて実施する。

　　イ）ガイドラインの中で重点項目を設定し、参加構成組織が連携して取り組みを

　　　すすめ最大限の成果をめざす。

　　○昇給ルールの明確化

　　○一時金の支給…労使や組織内において、企業業績は全ての従業員の貢献による

　　　　　　　　　　　という確認

　　○正社員への転換ルールの明確化…08年闘争からの継続

　　○通勤費・駐車料金…08年闘争からの継続に自動車通勤用に駐車料金を加味する

　　○慶弔休暇…08年闘争からの継続

（4）非正規労働者の処遇改善のための社会的キャンペーンの実施

3．最低賃金の取り組み

（1）企業内最低賃金の協定化と水準の引き上げ

　［1］全従業員対象の企業内最低賃金協定の締結を連合リビングウェイジの水準（別紙

　　参照）を目標に行う。
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　［2］法定特定最低賃金（産別最賃）の引き上げに結びつく企業内最低賃金協定を締結

　　する。その水準は、連合リビングウェイジの水準を上回るものとし、その産業に

　　ふさわしい水準とする。

　　　また、特定最低賃金の未決定地域への拡大と、新設に向け取り組みを強化す

　　る。

②法定最低賃金の大幅引き上げ

　　法定最低賃金は、最低限の生活が可能な最低賃金水準の実現に全力をあげる。具

　体的には、　「最低賃金制度に関する中期取り組み方針」を踏まえ、最低賃金小委員

　会、全国最低賃金担当者会議で検討する。

4．ワーク・ライフ・バランスの実現、労働時間短縮の取り組み

（1）ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた労働時間の短縮

　　ワーク・ライフ・バランスを実現するため、長時間労働を是正していく。このた

　め、休日増をはじめとする所定労働時間の短縮、時間外労働時間の削減、年次有給

　休暇の取得促進、労働時間管理の徹底など、産業の実態に合わせて取り組み、連合

　「中期時短方針」の目標の達成をはかるよう努める。

　　同時に、　「働き方改革宣言」　（2007年9月）を発信し職場の意識改革を積極的に

　進める。

②中期時短方針「最低到達目標」の達成に向けた取リ組み

　　2009年度までに中期時短方針の最低到達目標の達成に向け、今次春季生活闘争で

　は、次の取り組みを強化する。

　［1］年間所定労働時間2000時間を上回る組合は、2000時間以下とする。

　［2］年次有給休暇の初年度付与日数を15日以上とし、有給休暇の取得日数の低い組合

　　員の取得促進をはかる。

　［31時間外労働等の割増率が法定割増率と同水準にとどまっている組合は、上積みを

　　はかる。

（3）割増共闘の展開

　　割増率は、連合「中期時短方針」の目標（時間外50％、休日100％）の達成に向

　け、今次春季生活闘争においても共闘を立ち上げ運動を推進する。

5．格差是正、底上げの進め方

（1）適正取引の確立と公契約運動による公正労働基準の確保

　　中小労働者の処遇改善、格差是正のためには、中小企業の収益改善が必要であ
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　る。このため、「中小企業の公正取引の確立に向けた連合の取り組み」方針にもとづ

　き、産別は、産業労使会議など様々な場を活用し、労使間の共通認識を深めるととも

　に、下請代金法等の関係法規の遵守と適正な取引関係の確立について徹底するため

　の取り組みを行う。また、企業のCSRの確立の観点から労働組合としてチェックを行

　う。

　　また、公契約のもとで働く労働者の公正労働基準を確保するため、　「公契約に関す

　る連合見解と当面の取り組み」方針にもとづき、公契約基本法の制定をはじめ条例化

　など、関係産別、地方連合会と連携して取り組みを強化する。

②全従業員対象に処遇改善の取り組み

　　パート労働者等をはじめとする非正規労働者の処遇改善を進めるとともに、正社員

　転換制度の導入等を積極的に推進する。同時に、パート労働者の均等・均衡待遇の確

　保に向け「改正パートタイム労働法を職場にいかす取り組み指針」　（2008年3月中執

　決定）にもとづき取り組みを進める。

（3）地域における格差是正の取リ組み

　　地方ブロックに示す連合「賃金指標」と、地域ミニマム運動の集約結果（賃金水

　準）をもとに設定された「ミニマム水準」にもとづき格差是正、底上げのための運動

　を展開する。

（4）男女間の賃金格差の是正

　　各単組の男女別賃金分布の実態把握と改善に向けた取り組み

　［1］賃金データに基づいて男女別の賃金分布を把握し、問題点を点検、改善へ向けた

　　取り組みを進める。

　［2］賃金実態の把握が困難な場合には、賃金制度や人事評価制度の運用実態を把握す

　　る。また、男女間の偏りがある場合は、その偏りの要因を分析し問題点を明らかに

　　し、賃金制度・人事評価制度の公正・透明な運用を求める交渉に取り組む。

　【3］生活関連手当の支給における「世帯主」要件の廃止に取り組む。

　［41男女間で業務の配分や仕事の与え方に偏りはないかを点検する。

6．ワークルールの取り組み

　連合、産別、地方連合会が連携してワークルールの確立に取り組む。また、法令を守

り、公正な働き方を実現する取り組みをすすめる。

（1）労働関係法令の遵守の徹底

　　正規労働者はもとより、パート・有期契約・派遣・請負労働者等について、パート

　労働法、労働者派遣法（偽装請負の点検、雇用・労働条件の確保等）、「有期労働契

　約の締結、更新及び雇止めに関する基準」をはじめとする労働関係法令の遵守を徹底
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　する。

②快適な職場つくリ

　　労働災害のリスクを低減し、快適な職場づくりを推進するとともに、長時間・過

　重労働対策、パワーハラスメント対策なども含め安全配慮義務の履行に向けた取り

　組みを進める。

（3）労働時間管理の徹底

　　出退勤時間管理の徹底等によって正確な労働時間を把握し、36協定を時間外労

　働の限度基準（1998年・労働省告示154号）に適合させる。同時に、その協定内容

　をチェックする。また、不払い残業の撲滅と、長時間にわたる時間外・休日労働を

　行った労働者に対する医師による面接指導の実施など、労働時間管理の徹底をはか

　る。

（4）管理監督者の取り扱いの適正化

　　労基法第41条の「管理監督者」の範囲を不適切に拡大し割増賃金の対象から除外

　しないよう、その取り扱いが法の趣旨に照らして適正か否か点検し、その範囲の適

　正化に取り組む。

（5）65歳までの雇用確保

　　希望者全員が65歳までの雇用を確保するための取り組みを強化するとともに、賃

　金、労働時間、健康管理、作業環境の改善等、労働環境の整備について労使協議を

　積極的に行う。

㈲改正均等法の定着と両立支援の促進

　［1］改正均等法の定着・点検に取り組む。特に、女性労働者からの相談事例が多い次

　　の2点の取り組みを強化する。

　　ア）改正均等法において禁止となった妊娠・出産を理由とする不利益取扱いにつ

　　　いての点検を行い、協定の見直しを含め、解消にむけて取り組む。

　　イ）セクシュアル・ハラスメント防止措置の実効1生を高めるため、方針や対策の

　　　実効性を点検し、必要な場合は見直しに取り組む。

　［21両立支援に向けた労使協議の推進に取り組む

　　ア）　「育児休業後の働き方を見通すことができるような雇用環境整備」に向け、

　　　短時間勤務制度の充実や所定外労働の免除制度の導入に取り組む。

　　イ）「父親も子育てに係わることができる働き方の実現」に向け、労使協定で育児

　　　休業の対象外にできる労働者から、　「配偶者が子を養育できる状態である労働

　　　者」の削除に取り組む。

（7）裁判員休暇（有給）制度に関する労働協約の締結

　　労働時間中に、裁判員候補者として地方裁判所の呼び出しを受けた場合、およ

　び裁判員として地方裁判所に出席する場合は、全従業員を対象に有給扱い（特別休
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暇）とする労働協約の締結を進める。

7．通年取り組みの強化

〔1）職場点検活動

　　労働時間管理、男女平等、安全衛生、非正規労働者のワークルールなど、それぞ

　れの組織実態にあった職場点検活動を進める。中小の職場を中心に、1月～2月を職

　場点検活動月間と位置づけて運動を進める。

（2）労働相談の実施

　　労働相談は通年的に行うこととするが、今次闘争では2月を集中月間として取り

　組む。

〔3）不払い残業撲滅の取り組み

　　労働時間に関する正確な把握方法などについて協定化するとともに、労働時間管

　理の徹底と不払い残業撲滅に向けた運動についても、通年闘争としても取り組む。

（4）中期時短方針にもとつく取リ組み

　　ワーク・ライフ・バランスの実現と組合員がゆとり・豊かさを実感できる働き方

　をめざし、中期時短方針にもとつく労働時間短縮の取り組みを進める。

皿．政策制度の要求と実現に向けた取り組み（省略）

　1．景気・消費回復、生活防衛のための総合経済対策の効果的な実施

2．雇用・労働分野におけるセーフティネットの整備

3．ワーク・ライフ・バランスの推進

4．信頼と安心の社会保障制度の構築

5．公務員制度・公務労使関係の抜本改革と労働基本権の確立

】V．闘いの進め方（省略）

1．闘争体制について

2．闘争機関の設置

3．闘争日程

4．相場波及、情報公開体制の強化等
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2009年版　経営労働政策委員会報告
　労使一丸で難局を乗り越え、さらなる飛躍に挑戦を

日本経団連

序　文

　米国発の金融危機の深刻化によって、各国の金融システムや、為替相場、株式市場

は大きく揺らぎ、世界経済はかつてないほどの危機的な状況に直面しており、日本経

済も当面、厳しい状況が続いていくことが避けられない。

　現在の世界的な経済危機は、これまで営々として築き上げられてきた資本主義経済

にとっての脅威でもある。経営者はこうした時にこそ経済社会の持続的発展に尽力す

る志をもって、日々、経営にあたることが期待される。変化を先読みし、イノベー

ションの推進や、新たなビジネスモデルの構築といったテーマに果敢に挑戦し、企業

の成長を通じて日本経済を支えるという気概が求められている。

　今後は、経済状況がさらに悪くなることが見込まれるが、逆境の時にこそ日本の安

定的な企業内労使関係の真価が問われる。危機的な状況の中にあっても、労使で問題

意識を共有しながら、一丸となって取り組めば道は必ず開ける。

　また、雇用動向の急激な悪化により、雇用の安定が極めて重要な課題となろうが、

未曾有の危機の中、官民が協力しながら雇用問題に果敢に取り組む必要性が高まって

おり、雇用のセーフティネットの拡充など、政府が積極的な役割を発揮していくこと

が期待される。

　最近、企業による不祥事が後を絶たず、国民の企業活動に対する信頼が大きく揺ら

いでいる。経営者は、今こそ信頼回復のため、改めて日本経団連『企業行動指針』に

則り、遵法精神の発揮や企業倫理意識の浸透、事業活動の透明化などに向け、強い

リーダーシップを発揮していくことが求められる。

　そもそも、企業は自社の売上や利益を追うだけではなく、社会や国、世界に貢献し、

信頼を得ていかねばならない。経営者は、経済社会に不可欠な『社会の公器』の運営を

委ねられているとの自覚と、高い倫理観をもって経営に専心していく必要がある。

　企業はその存続・発展のため、絶えず新たな付加価値を創出し、生産性を高め、従業

員の生活の安定と向上に努めるとともに、株主への利益還元や、ステークホルダーとの

対話と連携、社会的課題の解決などを行う責務があることを改めて肝に銘じたい。

　これから、春季労使交渉・協議が始まる。各企業の労使が相手の立場を尊重し、信
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頼関係を深めつつ、それぞれの企業に最も適したテーマや課題について徹底した議論

を深めていくことを心から願ってやまない。

第1章　日本経済を取り巻く環境の変化と今後の見通し（省略）

1．国内外の経済動向

2．国内の雇用動向

第2章　今次労使交渉・協議における経営側のスタンスと労使関係の深化

　わが国企業は、これまで2度の経済的な危機を労使の努力により跳ね返してきた。

現在は、世界的な金融危機が実体経済に深刻な影響を及ぼし、世界同時不況の様相を

呈しつつあることから、第三の危機とも言える。今回の難局を乗り切るにあたって

は、過去の経験・教訓を踏まえ、労使が危機感を共有して、一丸となって難局を打開

していく姿勢が求められる。

1．企業を取り巻く危機的状況への対応に見る労使関係の深化

　過去における第一の経済的危機は、1973年の第一次オイルショックによる高度成長

の終焉である。当時、わが国の第一次エネルギー消費は世界第2位で、その99％を輸

入に頼っており、企業物価の上昇に伴い消費者物価も急激に上昇し（いわゆる「狂乱

物価」）、消費支出も落ち込んだ。このような状況を受け、1974年の春季労使交渉時

に大規模なストライキが実施され、前年比32．9％増というかつてない大幅な賃上げと

なった。これがホームメイドインフレを引き起こしマクロ経済に悪影響を与え、1974

年は戦後はじめてマイナス成長となった。

　しかし、わが国企業は、積極的な省エネルギー投資、合理化努力の徹底、ME（マイ

クロ・エレクトロニクス）の導入に伴う配置転換、在籍のまま他企業へ出向き従事す

る応援出向、構造不況業種従業員の他業種への転籍などを行うとともに、企業の存続

を重視した労使の努力によりインフレ抑制を実現することで、他の先進諸国に先駆け

て危機的状況から脱却することに成功した。その後の第二次オイルショックにおいて

も、第一次オイルショックの経験を踏まえ、大幅な賃上げは実施されず、大きな混乱

は避けられた。

　第二の危機は、バブル崩壊後の長期不況である。1991年のバブル崩壊以降、わが国

経済の状況は一転し、いわゆる「平成不況」へ突入し、雇用情勢は悪化の一途をたどっ

た。とりわけ1997年の大手銀行などの破綻をきっかけに日本経済は最悪期を迎え、企

業倒産件数は1万8，000件前後で推移し、負債総額は2000年に約23兆8，850億円と過去

最悪を更新、失業率も戦後最悪の水準まで上昇し、多くの企業が深刻な雇用問題に直
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面した。こうした中、過剰雇用に陥った各社は、雇用維持・確保を最優先としてあら

ゆる解雇回避努力を重ねた。まさに企業の生き残りをかけて、事業の選択と集中、資

産売却、海外法人・支店の撤退、合併といった経営の再構築（リストラクチュアリン

グ）、人件費の適正化などの困難な経営改革に危機感を共有して取り組んだほか、一

部企業では、早期退職制度などを実施するまでに至った。

　過去のオイルショックや平成不況を乗り越えられたのは、わが国の労使関係が経済

状況や企業実態を重視する成熟したものへと深化してきたからこそといっても過言で

はない。

　生産性の向上によって国際競争力の強化を図ることが必要であるとの認識は、過去

の危機的状況を乗り越える過程を経てわが国企業の労使間で共有され今日に至ってい

る。

　わが国は2度にわたるオイルショックの危機に際し、労使が危機感を共有し、協力

して技術革新を追及することにより、高いエネルギー効率を実現し世界をリードする

省エネルギー技術を持つに至った。中長期的な資源インフレが進行する現在、わが国

企業は、省エネルギー技術を一層高め、競争基盤を確固たるものにしていかなくては

ならない。

　また、企業は人材力、技術力、資金力、情報などの経営資源を常に最適化していか

なくてはならないが、激変する環境変化に対応するには、事業構造の見直し、グルー

プ企業経営の効率化、他企業との事業連携、M＆Aなどにより、戦略的な事業基盤を再

構築していくことが不可欠である。

　厳しい経営環境は、他社が追随できない競争力を築いていくチャンスでもある。そ

のため、労使が自社の経営課題を共有し、一層の飛躍にむけて、たえざる挑戦を続け

ていくことが求められる。

2．今次労使交渉・協議に向けた経営側の基本姿勢

　今次労使交渉・協議では、企業を取り巻く厳しい現状や今後の見通しについて、労

使が認識を共有した上で、中長期的な視点を踏まえた話し合いを行うべきである。

（1｝雇用に安定を重視した交渉・協議

　これまで日本企業は雇用の維持・安定に努めてきており、それが人的資本の蓄積と

なったほか、労使の信頼関係の構築や従業員の忠誠心・チームワークの情勢の土台と

なり、競争力の源ともなってきた。

　時代の変化が激しく、日本的経営も変化しつつあるが、守るべきは守るという姿勢

を持つことが大切であり、経営環境がとりわけ厳しい今次の労使交渉・協議において

は、雇用の安定に努力することが求められる。

（2）生産性を基軸とした人件費管理

　賃金をはじめとする労働条件の決定に当っては、以下の3つの視点を念頭に置く必要
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がある。

　第一は、国際競争力の維持・強化の視点である。グローバル化の進展により、わが

国を取り巻く国際環境はさらに厳しさを増しており、相対的に安価な労働コストを背

景とする新興国の台頭はめざましい。また、数年来の資源・食料の高価格の継続など

による、輸入コストの上昇分を商品・製品価格に十分に転嫁できないまま世界経済が

大幅に減速していることで、企業の経営が圧迫されている。こうした中、産業・業種

間のみならず同一産業・業種内においても業績の差は拡大傾向にあり、個別企業の経

営実態を踏まえずに横並びに賃金の底上げを図る市場横断的なベースアップはもはや

ありえない。

　また、年齢・勤続年数を基軸とした年功型賃金制度から仕事・役割・貢献度を基軸

とした賃金制度への見直しが求められる中、個別企業においても一律的なベースアッ

プは考えにくい。

　さらに、生産性の上昇を伴わない賃金上昇は、わが国の高コスト体質を加速させ、

国際競争力の一層の低下を招くことになる。わが国の賃金水準が世界トップクラスに

あることを常に意識しておく必要がある。

　第二は、付加価値増大を追及するための環境整備の視点である。労使双方にとって

の最大の課題は、いかに競争力の維持・強化を図り、総額人件費のパイとなる新たな

付加価値を生み出すかである。そのためには、研究開発・設備投資の強化に加え、企

業を支える従業員がその能力を最大限に発揮しうる働く環境の整備と、モチベーショ

ンの維持・向上に向けた取り組みの推進が重要である。そうした観点から、仕事・役

割・貢献度や人材活用の仕方・運用などを踏まえ、長期雇用従業員のみならず、それ

以外の従業員も含めた公正な賃金配分を図るほか、人材確保の視点も踏まえながら、

人材育成への投資、ワーク・ライフ・バランス施策への投資とその推進なども欠かせ

ない。

　第三は、総額人件費管理の徹底である。企業経営上の重要な課題の一つは、自社の

経営実態を踏まえ、総額人件費をいかに適正に管理するかである。

　春季労使交渉・協議において、月例賃金（所定内給与）を重視した賃金引上げの重

要性が指摘されることが多い。しかし、所定内給与は、他の人件費項目と連動するた

め、仮に所定内給与を1とした場合、総額人件費はほぼ1．7倍に高まる。また、年金・

医療・介護などにかかる法定福利費が今後も増大していくことを考慮しておく必要が

ある。

　今般、時間外労働の割増率の引き上げを含む、労働基準法改正案が可決・成立し、

2010年4月から施行される。それを受けて、今次交渉・協議において、時間外労働の

割増率の引き上げがテーマになる企業もあると予想されるが、本来、長時間労働の削

減は、マネジメントの働き方の見直し、業務の効率化などによって初めて実現できる

ものである。交渉にあたっては、割増率の引き上げが長時間労働の削減に直接的には
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つながらない点や、総額人件費管理の視点を十分に踏まえなければならない。

　ところで、賃金交渉の妥結結果に対しては、とかくベースアップの有無ばかりがク

ローズアップされがちでるが、多くの企業においては査定昇給や昇格昇給などが実施

されており、従業員一人ひとりの成長や貢献度の向上を反映して、賃金は対前年比で

みて上がっている場合が多い。

　大手企業では近年、昇給・ベースアップや、それ以外の賃金改定額を含め、組合

員平均でみると毎年5，000円以上の賃金改定が実施されており（2008年は6，271円、

約2％増）、労使とも賃金改定の重みを再認識する時期にある。こうした点について

は、必ずしも従業員、社会一般の認識が十分とはいえない面があり、企業は説明に努

める必要があろう。

　以上の3つの視点を踏まえた上で、総額人件費の決定に際しては、自社の支払い能

力に即して判断すべきであり、需給の短期的変動などによる一時的な業績変動は、賞

与・一時金に反映させることが基本となる。一方、恒常的な生産性向上の裏づけのあ

る付加価値の増加分については、特定層への重点配分や人材確保などの自社の実情を

踏まえて総額人件費改定の原資とすることが考えられる。

　なお、企業の減益傾向が一層強まる中、ベースアップは困難と判断する企業も多い

ものと見込まれる。

（3）課題解決型の労使交渉の重要性

　国際競争力を維持・強化していくためには、研究開発、ITC（Information　and

Communication　Technology：情報通信技術）化、環境対策などへ積極投資することに

加え、従業員のモチベーションの向上を図り能力を最大限発揮させることが重要であ

る。

　これまでも、労働時間短縮や処遇制度の見直しなど、賃金に限らず、幅広い課題が

交渉のテーマとされてきたが、高度な技術力や優れた人的資源を蓄積し、現場力を高

めるための話し合いが行われることが期待される。

①公正で開かれた人事・賃金システムの整備

　人事・賃金システムの見直しは、引き続き労使の重要な論点である。

　具体的な人事・賃金システムのあり方については第3章で詳述するが、年齢や勤続

年数を基軸とする賃金制度から、仕事・役割・貢献度を基軸とした賃金制度への移行

をさらに加速するなど、労使の不断の話し合いを通じ、公正で開かれた、人の活力を

引き出す仕組みを構築することが必要である。

②ワーク・ライフ・バランスの推進

　ワーク・ライフ・バランスの推進は、当面、労使が協力して取り組むべき重要課題

である。

　ワーク・ライフ・バランス推進の目的・意義について、労使間あるいは従業員一人

ひとりの間で必ずしも共通の理解がされていないが、生産性の向上を前提とした取り
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組みであることを労使共に銘記しなければならない。

　したがって、真に効果のある取り組みとするためには、労使間で、ワーク・ライ

フ・バランスの趣旨について共有を図ることが重要であり、従業員と企業がそれぞれ

のニーズを高い次元でマッチングさせる視点が欠かせない。両立支援策、労働時間短

縮などの施策を表面的に捉えるのではなく、生産性の飛躍的な向上を追及する、新し

い働き方への挑戦と位置づけることを基本とすべきである。

　多くの企業では、経営トップによる決意表明と、策定した年度重点事項に基づいて

積極展開しており、会議の効率化、ノー残業活動、各種休暇取得の推進、ICTなどを活

用しつつ時間や場所にとらわれない柔軟な働き方の整備、心身の健康管理体制の強化

などに取り組んでいる。

　また、仕事と育児・介護などの両立を可能とする職場環境づくりも重要であり、育

児・介護休業制度の対象者拡大や利用期間延長、在宅勤務の導入、保育所の利用支

援・開設などを進める事例も見られるように、各社の実態に応じた、効果的な施策を

実行することが重要である。

　なお、ワーク・ライフ・バランス施策には即効性のあるものは少なく、効果が現わ

れるまでに一定の時間もかかる。施策の推進に当っては、　「経営トップの関与、管理

職の意識改革」　「労使の協力」　「施策の継続」などの視点を持つことが重要であり、

従業員の意識によって施策の実効性が左右されることを十分念頭に置く必要がある。

目標の立案と進捗確認などの計画的実行に加え、従業員が施策のあり方について議論

する場の提供や施策に対する従業員評価の実施とその公開など、施策に継続性を持た

せるため、従業員を巻き込む工夫が求められる。

　とりわけ、一人ひとりの意識改革を図るためには、経営トップが取り組みの決意や

メッセージを適宜発信し、全社的な取り組み体制を整えることが不可欠である。事業

形態や職場環境に応じて最適な取り組みも変わるため、事業場ごとに労使の推進委員

会を設置し、個別事情を勘案した取り組みを展開している企業が多いことも参考とな

ろう。

　また、仕事のやり方を変えていくには、管理職の意識改革が重要であり、管理職向

けの研修、PR・キャンペーン活動を展開していくことが有効であろう。

　なお、政府においてもワーク・ライフ・バランス推進の一層の社会的機運の醸成を

図ることが期待される。

③人材育成・キャリア開発の支援

　資源に乏しいわが国企業が中長期的に発展していくためには、継続的な人材育成が

極めて重要となることは論を待たない。

　企業は人材育成施策を積極的に推進し、春季労使交渉・協議でも話し合いのテーマ

として取り上げている。その背景には、環境変化に対する企業の適応力が問われ、従

業員の技能やスキルの向上、キャリア開発を支援する重要性が一層高まっていること
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が上げられる。従業員・組合員のモチベーションを維持する観点からも、個々人の成

長実感、将来のキャリア形成に対する不安の緩和に資する取り組みが、労使共通の課

題となっている。

　近年は、労使共催で、勤続の節目で自身のキャリアを振り返り、将来キャリアを展

望するための人生設計研修を行ったり、事業の選択と集中の過程において、労働組合

の理解、協力の下、従業員の不安を軽減し新しい仕事に従事できるよう教育支援を行

うための人材育成プログラムについて協議することもある。

　そのほか、従業員一人ひとりの自立的なキャリア形成に向けて支援することを労使

で共同宣言して取り組む例など、今後も人材育成・キャリア開発支援における労使の

協力が一層進むことが期待される。

④裁判員制度に関連する環境整備

　2009年5月から裁判員制度がスタートする。制度の本格的な実施を見据えつつ、労

使とも制度内容を理解し円滑な対応ができるよう準備しておくことが求められる。

　その一環として、従業員が裁判員や裁判員候補者として勤務日に裁判所に出向いた

場合の取り扱いなど、処遇の扱いについて明確にしておくことが必要となるほか、従

業員に対する制度の周知に加えて、対象となった従業員をフォローするなどの姿勢も

望まれる。

第3章公正で開かれた人事・賃金システムの実現～人の活力を引き出す仕組みの構築（省略）

1．仕事・役割・貢献度を基軸とした賃金制度の構築・運用

2．広く開かれた雇用機会の提供

3，いきいきと働ける環境の整備

第4章わが国企業の活力・競争力を高める環境の整備（省略）

1．全員参加型社会構築に向けた基盤整備

2．自立的・多様な働き方を可能とする法制・インフラの整備

3．中小企業の更なる生産性の向上

4．地域社会の活性化と道州制の導入による広域経済圏の形成

5．国民の将来不安解消の必要性
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若手が「憂謬な明日」を

乗り越えるために

　南山大学経営学部

准教授安藤史江

1．はじめに

　毎日、週末の訪れを心待ちにしながら働

き、ようやく迎えたその週末が楽しければ楽

しいほど、今度は週明けの月曜日が心身とも

に重苦しく感じる。できれば明日は休みた

い、なんとか会社に行かないで済む方法はな

いものか。

　そんなことを考えた経験は、誰しも一度や

二度はあるに違いない。もちろん、考えるだ

けならば正常の範囲内であり、実際に欠勤と

いう行動に移してしまう人など、めったにい

ない。大抵の人は、たとえそう考えたとして

も、所詮その瞬間やその場限りのことに過ぎ

ないだろうし、社会人としての責任感や常

識、仕事に対する使命感などを考えて、そう

した誘惑とうまく折り合いをつけて暮らして

いる。

　だが、こうした思いが正常の範囲を逸脱

し、従業員が欠勤や遅刻を繰り返すようにな

ると問題である。また、欠勤行動には至らな

いながら、従業員が日々憂欝な気分で仕方な

く出勤して仕事をしているのも、その本人は

もちろん、企業にとっても決して望ましい状

態ではない。いうまでもなく、企業組織にお

いては従業員が楽しく出勤していれば万事良

いわけではないが、その反対に厭々ながらの

仕事遂行では、高い生産性や成果を期待すべ

くもないからである。

　それに、もし出勤が憂轡な理由がその人物

の単なる気まぐれによるものではなく、会社

の人間関係や仕事、組織の仕組みに根ざした

深刻なものだったとしたら、会社としても少

なからず注意を払う必要がある。なぜならそ

の場合、一個人の問題に留まらず、同様の心

理状態にある従業員が他にも多数存在する可

能性や、そうした雰囲気が次第に組織全体に

まで蔓延し、最終的には組織が機能不全にな

る可能性などすらあるためである。その状態

を放置し悪化するようなことでもあれば、近

年、ホットトピックスの1つとなっているメ

ンタルヘルス不全の問題にも容易に発展しか

ねない。

　それでは実際のところ、出勤が憂欝な従業

員はどのくらい存在するのだろうか。また、

そうした状態を引き起こす主要原因としては
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何が考えられるのだろうか。ある調査結果を

通じて考えてみたい。

2．憂欝な若手たち

　ここで用いるのは、社団法人日本経営協会

中部本部のご協力のもと、2006年に筆者が20

代の若手社員293名を対象（12組織が調査協

力）に実施した調査結果である。したがっ

て、そうしたデータの性質上、本稿での議論

はすべての年代の従業員に該当するものとは

限らないことを、ご承知おきいただきたい。

　初めに、出勤が憂欝な従業員が調査対象者

の中でどのくらいの割合を占めるかを、用意

したストレートな質問項目、「明日出社する

ことを考えると、前日から憂欝になる」に対

する回答結果で確認してみよう。

　それを図示した図表1からまず明らかにな

るのは、やはり基本的には出社は憂欝でない

と答える回答者が多いという、一安心できる

事実である。しかし一方で、この結果を逆の

方向から眺めると、出社を憂欝に感じている

者は「該当する」と「やや該当する」の回答

者を合わせて約4割（37％）にも上る。つま

り、確かに出社を憂欝と捉えない回答者のほ

うが多いとはいえ、憂欝派と非憂轡派との差

は決して圧倒的なものではないと理解できる

わけである。もっとも、前述したように、出

社に気が乗らないとしばしば感じるくらいは

正常の範囲内であることを考えれば、この4

割という数字を多いと見るか少ないと見るか

は、意見の分かれる微妙なところだろう。

　そこで類似の、ただし今一歩踏み込んで憂

図表1　明日の出社が憂欝か否か

欝度を測定するための質問項目、「たとえ事

故・病気などの理由でも、1ヶ月近く休まざ

るをえない状況を願うことがある」に対する

回答結果についても見てみることにしよう。

この質問項目は、仕事や会社に嫌悪感を持

ち、それらから逃げ出したい思いが募るあま

り、本来は望まないはずの事故や病気さえ望

むようになっている状態を尋ねているという

点で、先の質問項目よりやや病的、もしくは

深刻度が増した位置づけとなっている。つま

り、仮に先の質問にYes（「該当する」もし

くは「やや該当する」）と回答していても、

この質問にNo（「該当しない」もしくは

「あまり該当しない」）と回答していれば、

さほど懸念するには当たらないと解釈できる

のである。
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　ところがデータを集計したところ、確かに

先の質問項目よりはYesを選択する割合が減

少したものの、それでも全回答者の約4分の

1（23％）が依然としてYesと回答している

ことが明らかになった。たとえ実際の欠勤に

つながっている事実がなかったとしても、こ

の数字は、決して見過ごしてよいような、わ

ずかな値とはいえないと受け止められる。

　それでは、この調査対象である20代の若手

社員たちの間には、なぜこれほどまでに出社

を憂欝に感じる者が多くなっているのだろう

か。その原因と思われるものを探ってみよ

う。

3．憂欝さのタネ

　プチ出社憂欝症の原因として、「すぐ飽き

る」　「辛いことに対してこらえ性がない」な

ど、本人のパーソナリティ上の問題も完全に

無関係ではないに違いない。実際、多くの若

者が就職後ほどなくして早期離職の道を選択

する現象に対して、その大きな原因には、彼

らのストレス耐性を含む、忍耐力の不足・欠

如があると企業側が指摘することは少なくな

い。しかし、より建設的なスタンスに立て

ば、こうした従業員側の要因以上に企業が関

心を寄せるべきは、前述のように、社内の人

間関係や仕事、構造的な側面にその原因が潜

んでいないかという点になるだろう。

①社内の人間関係

　そこで、まず社内の人間関係の影響につい

て確認してみよう。人問関係としては、タテ

の関係とヨコの関係の代表ということで、（1）

上司や先輩、②同僚の2項目を取り上げる。

前者については「社内に尊敬できる人（上

司・先輩）がいる」という質問項目を、後者

については「社内に会社や仕事の愚痴・相談

を言い合える人がいる」という質問項目を用

意した。これら二つの項目に対して、前掲の

「明日の出社が憂諺」かどうかの質問項目と

の相関分析を行ってみた。

　すると、図表2で示すように、ともに

「尊敬できる人がいるほど憂欝度が低い

（r＝－0．226＊＊＊）」、　「愚痴・相談できる人

がいるほど憂鶴度が低い（r＝－0．119＊）」と

いう傾向が見られ、上司や先輩のほうがより

大きな相関を持つことが確認された。ここで

こうした結果となった理由の1つとして、今

回の調査の場合、ほとんどの回答者が「愚

痴・相談できる人がいる」と回答したため、

そうした対象が存在する人と存在しない人と

の違いを十分に比較できなかったということ

図表2　2つの憂欝度と企業側の要因との相関関係表

尊敬できる

人がいる

愚痴・相談で
きる人がいる

入社前の希望

に近い仕事

仕事で充実感

　や達成感

目的もなく、

　　出社

明日の出社が

　　憂欝

一 〇．226

　士★歯

一 〇．119

　士

一 〇．112

　密

一 〇．325

　悔★禽

0，321

★歯★

怪我や病気で

も休みたい

一 〇。017

　n．S．

一 〇．077

　n．S．

一 〇．082

　n．S．

一 〇．173

　★★

一 〇，172

　★索

（＊＊＊pく0．001，＊＊pく0．01，＊pく0．05，n，s．は有意でなかったことを示す）
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が考えられるだろう。だが、実は、尊敬でき

る人がいるか否かについても、Yes回答が全

体の8割以上に上っていることを考えれば、

より素直に、それだけ上司や先輩の果たす役

割は大きいと捉えられそうである。もっと

も、もう一つのより深刻な憂轡度に対して

は、どちらの項目も有意な結果が得られな

かった。この結果を総合すると、人間関係は

大切だが、他により大きな要因があると考え

るべきだろう。

②仕事内容

　続いて、仕事内容に関する項目をみてみよ

う。

　まず初めに確認しておきたいのは、これも

また若手の早期離職の理由として挙げられ

る、入社前の希望と実際の仕事とのミスマッ

チによる憂欝度への影響である。そのために

用意した質問項目は、　「入社前の希望と、多

少は近い部署や仕事につくことができてい

る」である。分析してみると、図表2で示す

ように、入社前の希望と現実とのミスマッチ

は憂欝度とごく弱い相関があるとはいえ、世

間で考えられているほどには関係がないこと

がわかる。これまた、自分の当初の希望があ

る程度叶っているとする回答者が約6割にも

上る（つまり、案外、若手は希望に近い部署

や仕事に配属されているわけである）ためと

も考えられるが、同時に、ミスマッチがあっ

たと回答している人の約6割が、出社が憂欝

かとの問いにNoと回答しているという結果

も得られている。となれば、これはやはり、

実はあまり関係ない、と考えるのが妥当そう

である。

　それではということで、代わりに注目した

いのが、　「最近、仕事で充実感や達成感を感

じられた」という項目である。この項目は、

図表2から読み取れるように、憂欝度と強い

負の相関を持つ。すなわち、当たり前といえ

ば当たり前なのだが、仕事で充実感や達成感

を経験した人ほど、出社を憂欝と感じない傾

向があるというわけである。具体的には、出

社が全く憂欝でない（「該当しない」）とし

た人ではそのうち7割が最近充実感を得たと

回答しているが、その反対に、出社がとても

憂欝である（「該当する」）人でそうした充

実感を得られた人は約2割にすぎない。つま

り、各自が担当している仕事から達成感や充

実感を得られるか否かは、少なくとも若手に

とって、出社に関する気分を左右するくらい

大切な要因であるとみることができるのであ

る。

　さらにもう1項目、「特にこれという目的

もなく、毎日出社している」という項目につ

いても取り上げておこう。分析の結果、この

項目も出社憂欝度と強い負の相関があること

が明らかになった。目的なく出社している

人そのものは、全体の4分の1程度に過ぎ

なかった。しかし、出社が全く憂欝でない

（「該当しない」）人の場合、目的なき出社

は1割しかいないのに対して、出社がとても

憂欝な人は過半数がこれに該当していること

が判明したのである。この結果から、目先の

仕事遂行上はもちろん、より長期的なキャリ

ア上でもよい。現在自分が働いている意味や

目的を明確に掲げられない人、意識できない

人にとっては、出社が苦痛になりやすい傾向

のあることが見出せたのである。

　この調査では人間関係に関しては、　「尊敬

できる」　「相談できる」など、どちらかとい

えばポジティブな質問を用意した。そのた
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め、職場内でのいじめなどのネガティブな側

面を尋ねる項目を用意すれば、また違った結

果になった可能性は否定できない。それで

も、仕事との関わり方が、出社を憂謬に感じ

させることに一定の影響を及ぼしていること

については、おそらく疑う余地はないだろ

う。

4．組織内地図をもつ必要性

　それでは、こうした状況にはどのような対

策が効果をあげるのだろうか。もちろん、即

効性があり唯一最善の処方箋などは存在しな

いだろう。それを承知のうえで、本稿では考

えうる多くの方法のうちの1つとして、若手

に「組織内地図」を形成させる取り組みやト

レーニングを行うことを提案したい。

　組織内地図とは、かつてヒアリング調査で

得られた「企業が欲しいのは、組織の中で自

分なりの地図が描け、それをもとに動ける人

材」という言葉がヒントとなった、筆者によ

る造語である。具体的には、①自分の置かれ

た現状や立場である「現在地」を認識してい

るか、②目指すべき組織目標である「目的

地」を理解しているか、③「現在地」から

「目的地」に至るルートを明確にイメージし

て行動しようとしているか、の3点から、そ

れが形成できているか否かを測定する。

　この測定項目から容易に理解できるよう

に、組織内地図ができれば必然的に、目的な

く出社することは少なくなるだろう。また、

別の調査結果から明らかになったことだが、

地図が存在する人ほど社内外での学習行動が

活発になる傾向があることから、これまた必

然的に仕事からの充実感や達成感も得られや

すくなると考えられる。そうすれば結果的

に、出社を憂轡に感じる状況も改善の方向に

向かうに違いない。

　実際、組織内地図の形成度の違いで憂欝度

がどう変わるか分析してみると、図表3の結

果が得られた。地図が十分にできている（高

い）人は、入社後ずっと安定して憂欝度を低

く保っているが、地図がない人ほど全体的に

憂欝度が強くなっている。そのうえ、経時的

にみた振幅も大きく、出社に関しての1青緒が

不安定になりやすいことが読み取れる。

　「憂欝な明日」を抱えている従業員を完全

図表3　地図の違いから見た、憂欝度の振幅
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になくすことは難しいし、そもそも現実的で

はないだろう。しかし、少しでもその数を減

らすために問題解決に向けて努力すること

は、企業にとってやはり大切なことといえな

いだろうか。
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市場競争のメリット

大阪大学社会経済研究所

教授大　竹　文　雄

市場の失敗

　サブプライム問題が発端で、アメリカ経済

が不況に入り、その影響が世界各国に広がっ

ている。そのため、アメリカ型の市場主義経

済はすべてダメだ、という意見が浸透してい

るようにも見える。金融における規制緩和が

行き過ぎたことがサブプライム問題の原因な

ので、すべての規制を強化すべきだという議

論である。どうも世の中の動きは、極端から

極端に流れやすい。サブプライム問題で市場

がうまくいかないと「市場は悪」というの

は、極端な話だ。市場が失敗する場合もあれ

ば、成功する場合もある。

　経済学は、どのような場合に市場が成功

し、どのような場合に失敗するか、というこ

とを厳密に議論してきた。たとえば、元東京

大学経済学教授の小宮隆太郎氏は、日本経済

新聞の「私の履歴書」で「最近、市場原理主

義批判や新自由主義批判が目立つが、これは

何を批判しているのか。レッセ・フェール

（自由放任主義）の弊害や「市場の失敗」は

ケインズはもとよりそれ以前のマーシャル

やピグーも指摘した。ミクロ経済学の常識で

ある」　（2008年12月1日、日本経済新聞）と

書いている。今回の問題は、市場が失敗する

一つの例であり、情報の非対称性の問題であ

る。

　サブプライムローン問題の本質は、サブプ

ライムローンという返済不能になるリスクの

高い住宅ローンを正しく格付けせず、証券化

したことにある。それまで、正しく格付けさ

れていると思っていた証券の格付けが信頼さ

れなくなった時に、どのようなことが起こる

だろうか。証券の売り手と買い手の間に、証

券の質についての情報の非対称性が発生す

る。情報の非対称性があると、商品の市場取

引に、どのようなことが発生するだろうか。

これは、経済学ではよく知られている問題で

ある。実際、2001年のノーベル経済学賞は、

情報の非対称性に関する経済学を構築したア

カロフ、スペンス、スティグリッツという3

人の経済学者に与えられた。

　なかでも、非対象情報が存在すると市場取

引そのものがなくなる可能性を簡単なモデル

で示したのがアカロフ教授である。彼は中古
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車市場におけるレモン（品質の悪い車）の問

題を例に、この問題を説明したのである。

　商品を購入する側が商品に関する正しい情

報をもたない場合には、売り手は不良品を高

く売るインセンティブが生じる。一方で、消

費者は不良品を買わされることを恐れてしま

う。その結果、市場そのものが縮小し、場合

によっては、買い手がいなくなって市場がう

まく機能しなくなる。これが、非対象情報に

よって市場が機能しなくなる理由である。サ

ブプライムローンの格付けが信頼できなく

なったとたんに、世界中の金融市場が機能し

なくなったのは、このレモン問題が発生した

からである。似たようなことは、耐震度を偽

装したマンションの問題がある。

　情報の非対称性が問題である場合には、情

報開示を義務付けるような規制と監視機関の

設立が一つの解決方法である。他にも、継続

的な取引をすることで人をだますことができ

ないようにする、という解決方法もある。実

際、情報の非対称性が問題になる金融市場や

労働市場では、さまざまな規制が存在した

り、継続的な取引慣行が存在している。それ

でも、市場の失敗を完全に解決することはで

きない。規制をすれば、その規制がきちんと

働くように監視するコストがかかる。継続

的取引に頼るためには、取引相手のインセ

ンティブを高める工夫が必要になる上、もっ

と望ましい取引相手が見つかっても、新しい

取引相手と取引ができない、という損失があ

る。

　確かに、市場が失敗する例は多い。しか

し、それでも市場がうまく機能する場合も多

い。スーパーに商品がたくさんあり、売れ残

りや、品切れが少ないのは、市場経済がう

まく機能しているからである。社会主義経済

の国が存在した頃、社会主義国で商店に十分

な商品がない映像をテレビでよく見たもので

ある。最近では、社会主義国がほとんどなく

なったため市場経済のメリットを感じること

が少なくなってきているのかもしれない。

市場競争のつらさ

　市場への参入規制が強ければ、市場参加者

の中での競争は少なくなり、全員が高い利潤

もあげられる。しかし、規制が緩和されて、

市場競争が厳しくなると、市場参加者の間で

の格差が大きくなる。そうした、市場競争を

嫌う感情は、誰にでもあるものだろう。参入

規制が強いと、市場参加者と参加できない者

の間の格差が大きいが、その格差はあまり実

感されない。ところが、誰にでも競争に参加

できるようになると、競争に参加している者

どうしの格差が明確になり、市場参加者は、

市場によって厳しく規律づけされる。市場の

厳しい規律づけは、だれにとってもつらいも

のだ。競争が大好きという人も多いかもしれ

ないが、常に競争を強いられるというのは辛

い、というのが多くの人の本音かもしれな

い。

　だからこそ、市場の失敗が明らかにになる

と、もともと市場を憎んでいた人たちの声が

大きくなり、反市場主義の世論が高まってし

まう。逆にいえば、市場競争が多くの人に

とって辛いものであるからこそ、市場競争の

メリットがそれ以上にあることを、私たち自

身が努力して認識し続けなければならないの

だろう。
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市場競争のメリット

　市場競争のメリットとはなんだろう。経済

学者は、市場競争に任せると、最も効率的に

様々な商品やサービスが人々の間に配分され

ることを明らかにしてきた。つまり、売れ残

りや品不足が発生しないという意味で、無駄

がなくなることだ。無駄がなくなるというこ

とは、同じだけの資源をもっている場合に、

私たちの生活は市場競争のおかげで最も豊か

になるということである。もちろん、市場競

争は、所得格差の問題を解決してはくれな

い。それでも、合計所得が上昇するという意

味で、市場経済が人々を豊かにすれば、豊か

な人から貧しい人に所得を再分配する余力も

生まれて、貧しい人の生活水準を上げること

もできる。簡単にいえば、市場経済のメリッ

トとは「市場で厳しく競争して、国全体が豊

かになって、その豊かさを再分配政策で全員

に分け与えよう」ということだ。

　市場競争のデメリットは、厳しい競争にさ

らされることの辛さと格差の発生である。メ

リットは、豊かさである。ところが、日本人

の多くは、市場競争のメリットとデメリット

では、デメリットの方が大きいと考えている

人の割合が極めて高い。アメリカのシンクタ

ンクのビュー研究所が行ったアンケート調査

によれば、　「格差が拡大したとしても市場競

争で人々はよりよくなる」という意見に同意

する人の割合は、日本人では49％である。と

ころが、世界の多くの国では、この比率は

70％を超える。アメリカはもちろん中国やイ

ンドでは、市場経済に対する信頼がある。ロ

シアでさえ53％という日本より多くの割合の

人が、市場経済を信頼している。

　日本人は、所得再分配政策を国にも頼って

いない。　「自律できない非常に貧しい人たち

の面倒をみるのは国の責任である」という考

え方に賛成する人の比率は、多くの国で80％

を超えるが、日本では59％と例外的に少な

い。

　つまり、日本以外の多くの国では、市場経

済のメリットとデメリットを人々はよく理解

していて、メリットの方が大きいと判断して

いる。これに対し、日本では資本主義の国で

あるにも関わらず市場競争に対する拒否反応

が強いのである。日本は市場競争のメリット

を、自分たちに言い聞かす努力をしてこな

かったのではないだろうか。

独占禁止法

　市場競争のメリットを理解していないの

は、一般の国民だけではない。市場競争を活

性化させる仕事をしている日本の政策担当者

も、市場競争のメリットを理解していないそ

うだ。2008年9月に近畿大学で日本経済学会

秋季大会が開催され、その中で、　「独禁法

と競争政策の進化と設計：法と経済学のイ

ンターフェイス」　というパネル討論があっ

た。日本を代表する産業組織を専門とする経

済学者が議論した。そこで、複数の専門家

が、　「独占禁止法に関する政策の当事者たち

の多くが法学者で、経済学者が少ない」とい

う指摘をしていた。市場競争のメリットを理

解していない人が多いのでは、市場競争の活

性化をもたらす政策である独占禁止法どころ

か、規制緩和政策そのものの意味も、当事者

が分かっていないということである。

　パネラーの発言の中には、　「独禁法は、

「消費者の利益のために存在」し「競争者の

一 33一



保護ではなく、競争の保護」というのが、日

本以外の国での標準なのに、日本ではそう

なっていないのではないか」、という問題提

起があった。消費者保護の仕事は、本来は公

正取引委員会の仕事のはずなのに、消費者庁

という別の組織が作られようとしていること

が、日本の独占禁止政策の歪みを反映してい

るのではないか、という指摘もあった。国民

一般に市場競争のメリットが理解されていな

いから、行政も政治も、市場競争をうまく利

用するという発想に欠けてしまうのである。

社会科の教科書

　市場競争のメリットを学ぶのは、家庭や学

校である。しかし、日本では子供が市場競争

を実感することはなかなか難しい。そこで重

要になるのが、学校での教育である。経済の

仕組みを教えるのは、学校教育では社会科で

ある。中学校や高校の社会科の教科書を読む

と、市場経済の仕組みは書いてあるが、市場

経済のメリットはほとんど書かれていない。

つまり、市場経済では、需要と供給が一致す

るところで価格と数量が決定される、という

メカニズムが説明されているが、それが、ど

のような意味でメリットをもつのか、という

点は説明がされていない。一方、独占の問題

や市場の失敗は、非常に強調されている。独

占が問題なのは、競争が排除されて効率性が

阻害されることであって、弱い競争者がかわ

いそうだというのではない。しかし、教科書

を読んだ学生たちは、市場は失敗するし、独

占はとにかく悪い、ということだけを理解す

るはずだ。多くの問題はあっても競争によっ

て得るメリットは大きい、という共通の認識

を私たちがもつような教え方をするべきでは

ないだろうか。

　これは、特定の教科書の書き方がそうなっ

ているのではなく、すべての教科書に共通の

問題点である。なぜそうなるかというと、学

習指導要領でそのように書かれているからで

ある。少し説明しよう。

（小学校）

　小学校の学習指導要領で、経済に直接関係

するのは、5年生の範囲である。経済に関す

る目標には、　「我が国の産業の様子，産業と

国民生活との関連について理解できるように

し，我が国の産業の発展に関心をもつように

する。」と書かれている。内容としては、つ

ぎのように例示されている。

「（1）我が国の農業や水産業について，次の

ことを調査したり地図や地球儀，資料などを

活用したりして調べ，それらは国民の食料を

確保する重要な役割を果たしていることや自

然環境と深いかかわりをもって営まれている

ことを考えるようにする。

　　ア様々な食料生産が国民の食生活を支

　　　えていること，食料の中には外国から

　　　輸入しているものがあること。

　　イ我が国の主な食料生産物の分布や土

　　　地利用の特色など

　　ウ　食料生産に従事している人々の工夫

　　　や努力，生産地と消費地を結ぶ運輸の

　　　働き

②我が国の工業生産について，次のことを

調査したり地図や地球儀資料などを活用し

たりして調べ，それらは国民生活を支える重

要な役割を果たしていることを考えるように

する。

　　ア様々な工業製品が国民生活を支えて
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　　　いること。

　　イ我が国の各種の工業生産や工業地域

　　　の分布など

　　ウ工業生産に従事している人々の工夫

　　　や努力，工業生産を支える貿易や運輸

　　　の働き」

　ここでは、食料や工業が貿易でなりたって

いることを、理解させようとしている。つま

り、市場取引を通じて、食品や工業製品が取

引されているという実態の理解はさせてい

る。しかし、それがなかったらどんな生活に

なるのかということを理解させることまでは

要求していない。

（中学校）

　中学校はどうだろうか。学習指導要領にお

ける経済関連の中学公民の目標は、　「民主政

治の意義，国民の生活の向上と経済活動との

かかわり及び現代の社会生活などについて，

個人と社会とのかかわりを中心に理解を深め

るとともに，社会の諸問題に着目させ，自ら

考えようとする態度を育てる。」というもの

である。

　内容としては、次のことが例示されてい

る。

　「身近な消費生活を中心に経済活動の意義

を理解させるとともに，価格の働きに着目さ

せて市場経済の基本的な考え方について理解

させる。また，現代の生産の仕組みのあらま

しや金融の働きについて理解させるととも

に，社会における企業の役割と社会的責任に

ついて考えさせる。その際社会生活におけ

る職業の意義と役割及び雇用と労働条件の改

善について，勤労の権利と義務，労働組合の

意義及び労働基準法の精神と関連付けて考え

させる。」

　その上で、注意点として、　「網羅的で高度

な取扱いにならないよう特に配慮するととも

に，身近で具体的な事例を取り上げ，経済活

動が様々な条件の中での選択を通じて行われ

るという点に着目させて，市場経済の基本的

な考え方を理解させること。」とあげられて

いる。ここでも、　「市場経済の考え方」とさ

れているだけで、市場経済のメリットは強調

されていない。

（高校）

　高校ではどうだろうか。　r現代社会」で

は、　「現代の経済社会における技術革新と産

業構造の変化，企業の働き，公的部門の役割

と租税，金融機関の働き，雇用と労働問題，

公害の防止と環境保全について理解させると

ともに，個人と企業の経済活動における社会

的責任について考えさせる。」という目標が

書かれている。ここにも市場経済のメリット

は書かれていない。

　次に、　「政経」という科目を検討してみよ

う。政経の目標では「現代の日本経済及び世

界経済の動向について関心を高め，日本経済

の国際化をはじめとする経済生活の変化，現

代経済の機能について理解させるとともに，

その特質を探究させ，経済についての基本的

な見方や考え方を身に付けさせる。」と書か

れていて、次のような具体的な例が書かれて

いる。

　「資本主義経済及び社会主義経済の変容，

国民経済における家計，企業，政府の役割，

市場経済の機能と限界，物価の動き，経済成

長と景気変動，財政の仕組みと働き及び租税

の意義と役割，資金の循環と金融機関の働き
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について理解させ，現代経済の特質について

探究させるとともに，経済活動の在り方と福

祉の向上との関連を考察させる。」

　ここでは、きちんと「経済活動の在り方と

福祉の向上との関連を考察させる」という経

済の理解で最も大事なことが明記されてい

る。しかし、実際の教科書は、　「競争環境を

うまく設定すれば、市場競争によって、私た

ちは豊かになれる」という一番重要なメッ

セージを伝えることには成功していない。そ

れは、市場競争のメリットを十分に伝えるこ

とをせずに市場の失敗と独占の弊害ばかりを

強調しているためである。政府の役割を重視

している一方で、政府の失敗の可能性があま

り記述されていないのも特徴だ。

市場競争を正しく理解する

　市場競争は、誰にとっても厳しいものであ

る。市場で生き残るためには、市場による規

律付けに従っていく必要がある。それでも市

場競争という仕組みを私たちが使っていくの

は、市場競争のメリットがデメリットよりも

大きいからである。教育の場で競争メカニズ

ムがうまく機能しない面もあるは確かであ

る。しかし、経済の世界では、私たちは市場

競争とうまくつきあって生きていかねばなら

ない。そういう現実の中では、市場競争のデ

メリットばかり強調してもはじまらない。市

場競争のメリットを最大限生かすように、規

制や再分配政策を考えるという、市場競争に

対する共通の価値観を私たちはもつべきでは

ないだろうか。
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労働統計にみる男性の働き方・女性の働き方⑪

名古屋大学大学院経済研究科　教　授　荒山　裕行

　　　群馬工業高等専門学校　准教授　杉浦　立明

「未婚者と既婚者の労働参加の状況」

　今回は、結婚に関係した数値を取り上げ、

少子高齢化の進む中で、男性と女性の働き方

の変化と現状について考えてみる。最初に、

男女の未婚率について確認する。第二に、若

者の結婚観として、結婚したい年齢の意識の

変化をとらえる。第三に、未婚か既婚かで、

労働参加の状況が変わるのかを確認する。第

四に、若者の共働きに対する意識の違いとそ

の変化をとらえる。さらに、労働市場への関

わりとして、主に仕事をする、家事のかたわ

らに仕事をするについての男女の違いについ

て考える。

1．未婚率の上昇

　若者の結婚に対する価値観と意識が変化す

る中で、男女の未婚率は上昇している。総務

省「国勢調査」から、1975年から2005年の未

婚率を求めると、15歳以上の未婚率は、男性
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が29．1％から31．4％に2．4ポイント、女性が

21．5％から23．2％に1．7ポイント上昇してい

る。しかも、若い世代（20歳代・30歳代）で

は、男女ともに大幅に上昇している。

　男性では、20－24歳88．0％から93．4％に、

25－29歳48．3％から71．4％に、30－34歳14．3％

から47．1％に、35－39歳6．1％から30％と、30

歳代の未婚率の増加が著しい。女性でも、

20－24歳69．2％から88．7％に、25－29歳20．9％

から59。0％に、30－34歳7．7％から32．0％に、

35－39歳5．3％から18．4％と、20歳代後半と30

歳代の未婚率の増加が著しい。2005年には30

代後半の男性の三割が、同女性の二割弱が未

婚となっている。

　男性の未婚率の伸び方と女性のそれとを見

比べると、女性では1985年以降の伸びが著

しい。1985－2005年の間の未婚率の伸びは、

20－24歳で男性1。3ポイント、女性7．3ポイン

ト、25－29歳で男性11．0ポイント、女性28．4

ポイント、30－34歳で男性19．0ポイント、女

性21．6ポイント、35－39歳で男性15．8ポイン

ト、女性で11．8ポイントと、35－39歳を除い

て女性の未婚率が大幅に高まっている。

2．意識の変化一結婚したい年齢の上昇一

　未婚率の上昇の原因として、若者の結婚に

対する意識の変化があると言われているが、

ここでは結婚に対する意識について見てみ

る。若者の結婚に関する意識調査として、新

入社員に対して「何歳ぐらいで結婚したい」

と思っているのかなどについて尋ねている

「働くことの意識」調査が利用できる（図

2）。この質問は1991年から実施されてお

り、未婚率の上昇した1990年代以降の状況が

図2　あなたは何歳ぐらいで結婚したいと思いますか注2
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把握できる。

　回答者の割合を見ると、結婚したい年齢

は男女共に高くなっている。男性の結婚へ

の希望年齢の回答割合は、25－26歳は1991年

の30．3％から2007年の23．2％と7．1ポイント

に低下しており、27－28歳は1991年の28．9％

から2007年の27．5％に、29－30歳は1991年

14．0％から2007年の21．3％と7．3ポイント上

昇して、31歳以上は1991年の6．5％から2007

年の12．8％と6．3ポイント上昇している。

　男性で20－24歳までに結婚したい人の割合

を求めると、1991年の19．2％から2007年には

12．9％と6．3ポイントの低下しており、31歳

以上を答えている人の割合が同じく6．3ポイ

ント上昇していることをふまえると、1990年

代の20代・30代の未婚率の上昇は、男性の結

婚年齢に対する意識の変化による影響も働い

ている。

　女性の結婚への希望年齢の回答割合は、

20－22歳は1991年の16．9％から2007年には

6．1％と10．8ポイント低下し、23－24歳は1991

年の39．7％から2007年の16．7％へと23．0ポイ

ント低下している。25歳までに結婚したいと

答えていた女性の割合は1991年の57．4％から

2007年の23．5％と34．7ポイント低下してい

る。この25歳までに結婚したいと答えていた

女性の割合が1990年代を通じて半減してい

る。

　また、女性の結婚への希望年齢の回答割合

は、25－26歳は1991年の24．4％から2007年の

30．2％へと5．8ポイント上昇し、27－28歳は

1991年の12．2％から2007年の27．2％へと15．0

ポイント上昇し、29－30歳は1991年2．8％から

2007年12．0％と9．2ポイント上昇している。

30歳までに結婚したいと答えた女性の割合は

1991年の39．4％から2007年の69．4％へと30ポ

イント上昇している。1990年代に女性の結婚

したい年齢が大きく変化したことが20代・30

代の未婚率の急上昇に影響を及ぼしている。

3．未婚者と既婚者の労働力率

　次に未婚率の上昇が労働参加に対して与え

ている変化を見る。結婚しているかどうか

で、働いている人の割合（労働力率）に違い

があるのか見る。　「国勢調査」では、婚姻状

態別にみた就業状態の調査を男女別に公表し

たのは1990年以降である。1990年以前には、

女性のみ婚姻状態別にみた就業状態を調査し

ているが、男女を比較するため1990年以降の

様子を男女別に図示している（次頁図3）。

ここでの既婚者とは配偶者のある人のことを

意味する。

　年齢五歳階級別の未婚者の労働力率は、男

女共にほぼ同じ形といってよい。2005年で見

ると、男女共に25－39歳の間では、八割を超

える人が働いているが、40歳代では男性は引

き続いて八割を超える人が働いている一方、

女性で働く人の割合は七割になるという違い

がある。

　しかし、既婚者の男女では労働力率の形は

大きく異なる。既婚男性では、60歳までの労

働力率は九割を超えている。既婚女性では、

労働力率は45－49歳を頂点とする山形を示し

ているが、頂点の労働力率は七割を超える水

準であり、同年代の既婚男性に比べると、20

ポイント以上の開きがある。

1990－2005年の問には、景気の良かった時と

悪かった時をふくむため、1990年と2005年の

値を比較することは適切ではないかもしれな

いが、1990年と2005年を比べた場合に、既婚
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女性には他の未婚の男女や既婚男性にはな

い特徴がある。既婚女性では、25歳以降の

労働力率が1990年（25－29歳61．3％、30－34

歳50．7％）よりも2005年（25－29歳71．6％、

30－34歳61．6％）の方が高くなっている。と

くに、25－34歳の年代では10ポイント以上高

くなっている。同年代の既婚男性や未婚の男

女で、同期問に労働力率が低下していること

とは、対照的な現象である。この現象は、結

婚したら女性が働くのをやめるということが

少なくなり、女性が結婚しても働き続けるこ

とが当たり前になってきたことを裏付けてい

る。

4．意識の変化一共働きの希望の増加一

　既婚女性の労働力率が上昇している背景に

は、共働きをすることに対しての意識の変化

があるのかどうかをここで確認してみる。若

者の意識に関する調査として「働くことの意

識」調査結果を利用する（図4）。

　結婚した場合に共働きをすると答えた男性

の割合は1991年の28．2％から2007年の39．5％

へと11．3ポイント上昇し、しないと答えた

人の割合は1991年の24．4％から2007年には

9．4％と15．0ポイント低下している。

　また、女性では共働きをすると答えた人の

割合は1991年の33．7％から2007年の60．5％へ

と26．8ポイントも上昇し、しないと答えた

人の割合は1991年の24．4％から2007年には

9．1％と15．3ポイント低下している。

　男女ともに共働きをすると答えた人の割合

は増えて、しないと答えた人の割合は減って

いる。男性より女性の方が共働きをすると答

えた人の割合が大きく伸びている。1990年代

に結婚しても女性が働き続けることが一般的

に広まり、男性も妻に家事への専念ではな

図4　共働きをするつもりかどうかの割合注5
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く、働き続けることを受け入れていることが

新入社員の意識から確認できる。

5．　「主に仕事をしている」人の状況

　最後に、どのような形で働いているのか、

働き方の実態について「国勢調査」から確認

する。とくに、女性の場合は、年齢や結婚し

ているかどうかによって、働き方が変わると

言われているが、働き方として主に仕事をし

ている人を男女別に見てみる。働き方を把握

するために、働いている人の中で「主に仕事

をしている」人の割合をとりあげる（次頁図

5）。

　未婚者について、男女共に「主に仕事をし

ている」人の割合の形状はよく似ている。割

合は、25－34歳をピークとして年齢が高くな

るにつれて、小さくなっている。

　既婚者については、男性と女性とで形状が

大きく異なる。「主に仕事をしている」人の

割合は、20歳代から50歳代までの男性では約

95％以上というきわめて高い。一方、既婚女

性の割合は既婚男性のそれと比べると40ポイ

ント以上小さく、形状は20歳代から30歳代に

低下して40歳代に上昇するという二つの頂点

をもつrM字型」を示している。

　　「主に仕事をしている」既婚女性の割合が

　「M字型」を示していることには二つの要因

が考えられる。一つには出産・育児のため、

働くことをやめることである。　「仕事が主」

という既婚女性が減少した分、働いている既

婚女性全体にしめる「仕事が主」の割合は減

少する。もう一つには、出産・育児のため、

　「仕事が主」から「仕事が従」という働き方

がかわることである。　r仕事が主」の女性が

減少し、かつ「仕事が従」という女性が増加

するため、働いている既婚女性全体にしめる

「仕事が主」の割合は減少する。これら二つ

の要因が重なり合い、未婚の男女や既婚男性

とは異なる既婚女性の独特な形状になる。

　出産や育児に伴う既婚女性の働き方は、二

つの要因が複合しており、どちらの要因が大

きいのかは現時点では判断できない。参考ま

でに、　「仕事が従」という働き方として、

「主に家事などをしていて、そのかたわら仕

事をした人」が労働力全体にしめる割合を図

示する（44頁図6）。主婦のパートタイム労

働を直接把握している統計はないため、この

「主に家事などをしていて、そのかたわら仕

事をした人」をパート労働者としてとらえる

ことができる。なお、男性では、未婚者も既

婚者も、この「仕事が従」という割合はほぼ

同じ形と水準を描いているため、未婚者の図

は省略した。

　女性では「主に家事などをしていて、その

かたわら仕事をした人」の割合は未婚者と既

婚者とでは形状と水準が異なる。既婚女性に

注目すると、40歳代前半を一つ目の山に示す

ように年齢が上がるにつれて増えており、そ

の後は低下していき、60歳代以上に再び上昇

していくというrN字型」を示している。

　先に見た「仕事が主」の人の割合がrM字

型」を示していることと、「仕事が従」の人

の割合が「N字型」を示していることはコイ

ンの裏表の関係に当たる。女性が働くことが

一
般的になってきているにもかかわらず、既

婚女性にのみ独特なrM字型」とrN字型」

のカーブが見られることは、女性の労働環境

を考える上で興味深い発見といえる。今後の

労働政策では、この既婚女性に独特なカーブ

をふまえて、雇用環境を見ていくことが重要
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な視点になっていくものと考えられる。

　　　　　　　　　　図5

　　　　　　　　　　　　男性未婚者
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図6　労働力にしめる「主に家事などをしていて、そのかたわら仕事をした人」の割合注9・10
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注1

注2

注3

配偶関係は、届出の有無にかかわらず、実際

の状態により、　「国勢調査」では次の四つに

区分している。　「未婚」とは、まだ結婚をし

たことのない人である。　「有配偶」とは、届

出の有無に関係なく、妻又は夫のある人であ

る。　「死別」とは、妻又は夫と死別して独身

の人である。　「離別」とは、妻又は夫と離別

して独身の人である。人口総数には、配偶関

係の不詳を含む。

「働くことの意識調査」は毎年「新社会人研

修村」に参加する各企業の新入社員を対象と

している。　「無回答」や「不明」という回答

もあるため、回答結果を合計しても100％に

ならないことがある。

15歳以上人口には労働力状態の不詳を含む。

なお、労働力人口とは、収入を伴う仕事を

少しでもした人と失業者を合わせたもので

注4

5
6

注

注

注7

注8

注9

注10

ある。仕事をしている人の状態については、

「主に仕事をしている人」、　「主に家事な

どをしていて、そのかたわら仕事をした場

合」、　「主に通学していて、そのかたわら仕

事をした場合」、　「休業者」、の四つに分類

して集計している。

既婚者は有配偶者のことを意味して、離別者

や死別者は含まない。

注2と同じ。

「主に仕事をしている人」とは、主に勤め先

や自家営業などの仕事をしている人のことで

ある。

注3と同じ。

注4と同じ。

注3と同じ。

注4と同じ。
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「日本経済を襲う二つの波」

リチャード・クー

（野村総合研究所チーフエコノミスト）著

徳間書店　刊　1700円（税別）

　著者は二つの目的を持って本書を書いてい

る。一つは戦後最悪の金融危機といわれるサ

ブプライムローン問題を過去18年間の日本の

不況と照らし合わせて分析すること、もう一

つは、日本の内需の低迷や格差の拡大に代表

されるグローバリゼーションの持つ意味とそ

の対応策を吟味することである。

　この二つのテーマを本書のタイトルの「日

本経済を襲う二つの波」と呼んでおり、この

二つは、これまでの金融や経済の常識では全

く対応することができない。この二つの波を

乗り越えることができるかどうかが、今後数

年、世界経済にとっても日本経済にとっても

重大な課題になると主張する。

　まず、最初のサブプライムローンの問題に

ついては、戦後最悪の不況をもたらしかねな

い大問題がゆえに多くのページを割いてい

る。この問題は、バブル崩壊以降の日本が経

験したバランスシート不況と同類の問題であ

り、日本の経験を重ねて議論することで多く

のことが明確になる。著者は10年前の日本と

今回のアメリカが直面している問題には多く

の違いがあるが、結論としてはまさに日本が

実施した公共事業中心の財政出動と政府によ

る銀行への資本投入が必要であるという。

　もう一つの大波であるグローバリゼーショ

ンは、追いつき追い越せで戦後60年聞を走っ

てきた日本が始めて経験する後ろからの追い

上げである。これまで日本は欧米の多くの企

業を駆逐してきたが、ここ数年間は中国や他

のアジアの国々から追撃される立場になっ

た。日本は大きな変革を迫られているが、一

つ間違えると比較優位の大きな損失に繋がり

かねないと警鐘する。

　世界大不況を回避するために、今日本と世

界はどう対処すべきか、リチャード・クー理

論の明確な見取り図と処方箋を展開しており

一読に値する。
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「日本的人事管理論」

一
組織と個人の新しい関係一

おおた　　はじめ

太田　肇（同志社大学教授）著

中央経済社　刊　2400円（税別）

　著者は、1996年に「個人尊重の組織論」を著

して以来、「個人尊重」をバックボーンにすえ

ながら、組織やマネジメントの研究を続けて

きた。

　その著者は次のように語る。　「個人尊重」

は、　「人間尊重」と混同されやすいが、両者

は似て非なるものである。日本的経営は、人

間尊重の経営であるとよく言われる。それ

は、よほどのことがない限り、従業員を解雇

せず、　「同じ釜の飯を食う仲間」として公私

にわたり面倒を見る経営であり、労使関係も

また然りである。しかし、マス（集団）とし

て従業員を尊重することは、必ずしも従業員

個人の尊重には繋がらない。それは組織を重

んじるあまり、個性の発揮やワーク・ライ

フ・バランスが犠牲になることもある。問題

はそれだけではなく今後、工業化社会からポ

スト工業化社会への移行に伴い、企業経営の

立場から個人の能力や個性に依存する度合い

がますます大きくなっていく。新しく求めら

れる能力や個性は、個人の主体的な意思と自

発的なモチベーションによって発揮されると

ころに特徴がある。したがって企業は、好む

と好まざるとに関わらず「個」として従業員

に焦点を当てそこから組織やマネジメントを

作っていかなければならないと主張する。

　今後は「個人尊重」が企業と従業員の双方

に共通する目標になってきていること、そし

て本格的なポスト工業化社会が到来したこと

によって逆に人間特有の「あいまい」な能力や

個性が一層重視されるようになり、それを向

上させる仕組みとして、かつて存在した「あ

いまい」な日本的人事管理（例えば数値化し

た人事評価よりも評判を重視すること）が価

値を増していることを企業経営者は改めて再

認識してほしいと訴求している。

／ ク
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「先生と生徒の心をつなぐNLP理論」

一子供の夢を育むために一

ほり　い　　　　けい

堀井恵（NLPカウンセラー、　NLP研究所代表）著

三修社　刊　1900円（税別）

　コミュニケーションの重要性が叫ばれてい

る。会社、地域、家庭など様々な集合体での

コミュニケーションのあり方が問題になって

いる。中でも、不登校、いじめ、学級崩壊、

無気力・無関心、さらにはモンスターペアレ

ンツなど、先生の置かれた環境は相当厳しい

ものがある。教師をやめたいと思い悩み、メ

ンタルヘルスに問題を抱える教師が多くなっ

ているとも聞く。この本は、このような悩み

を抱えている現場の教師に、長年のカウンセ

リング経験から導き出されたアドバイスを送

るという内容になっている。内容は先生にあ

てたものではあるが、組織内でのコミュニ

ケーションのあり方や、自分自身の心の持ち

方などについても、示唆に富んだ内容になっ

ている。コミュニケーションを図るには、構

成される個々人がどうすれば良いかという視

点が多いが、自分自身がどうすれば良いのか

が示されている。

　コミュニケーションを良くするにはどうし

たら良いのか。著者はNLP理論がその解決の

ツールを提供できるという。NLPとはNeuro

Linguistic　Programming（神経言語プログラ

ミング）の略で、心理学と言語学をもとに

1970年代のアメリカで体系化した人間のコ

ミュニケーションに関する学問である。心を

病んだベトナム戦争帰還兵の治療に効果が

あったと言われている。

　第1章ではNLP理論の基本的な考え方を教

師向けに説明し、教育現場で先生が使える

NLP理論に基づく様々なツールが解説されて

いる。第2章ではNLP理論のツールを使った

教育現場での具体的な方法を解説し、先生と

子供たちをつなぐコミュニケーションの方法

を示し、最後の第3章は教育現場での事例を

11例紹介している。

　相手の意欲を引き出すことがコミュニケー

ションの最大の目的であり、その前提で人と

関わることが重要だと説く。そこで最初の基

本は「ラポールを作ること」で、相手との心

理的距離感を縮め、信頼関係を構築するとい

う意味合いが込められている。そのための

様々な話し方や接し方が説明されている。眼

球の動きや視線の方向で相手の心理状態を見

抜くアイ・アクセシング・キュー、相手の立

場に立ちまた第三者の立場でも見るポジショ

ン・チェンジ、望ましい状態を作り出すアウ

トカム、メタモデル、リソースアンカリン

グ、スウィッシュ、サブモダリティなど舌を

噛みそうなカタカナが続く。しかし、内容は

難しいものではなく、思わず「そうだ」と膝

をたたいてしまう。第3章の事例集では、先

生を自分（管理職）に、生徒を自分以外の人

（グループメンバー）に置き換えて読むと、

面白い景色が見えてくる。平易な文章であ

り、是非一読することを勧めたい。
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難暫第2・鰭政塾塾生募集（2・・9年2胴塾）

『殻の外へ踏み出そう』

　入社して10年前後。まあ、それなりに仕事は面白い時期。仕事の進め方もプロフェッショナルである

はず。

　　・しかし、　「創造性」　「独創性」　「チャレンジ精神」等々、これらの言葉がいつのまにかLt念仏”と化

してしまい、心躍らせる刺激とは縁遠いものになっていませんか。そして、人生のなかで一番充実して

いるこの時期にこそ、自分自身を見つめ直す機会が必要だと思いませんか。

　企業や組織に永くいればいるほど、新鮮な問題意識が希薄化し、既存の「殻を破る」ことへのチャレ

ンジ精神が減退し、広い視野での独創的な発想や総合的な判断が知らず知らずに難しくなるというこ

とがあります。そしてこの「殻」はどんどん破りにくくなってしまいます。この殻を破り、個人が成長

し、企業も成長することがいま求められています。

　いま、何も考えないことは易しいことですが、これから先、ずっと何も考えないことは辛いことで

す。

　「産政塾」はこれらのことを考える機会提供の場でありたいと考えます。

　これからの1年間に、いろいろな生き方を知り、体験し、諸先輩や仲間と意見を交換してもらいたい

と考えます。いま歩んでいるペースを、自らで見つめ直し、産政塾の体験のなかで、これからのペース

を考えてみませんか。

産政塾とは

　さまざまな分野に活躍する人や、同世代の異業種の仲間とともに、さまざまな考え方と論議を交わ

す仲で、切磋琢磨し、自らを磨いていく現代の道場です。

　◆産政塾のねらい

　　①幅広い視野や発想や判断、あるいは価値観とはどういうものかを実践により考える。

　　②これから企業人・社会人としてものごとを判断するときに、何が大切かを実践によりつかむ。

　　③自分の所属する組織の外に本音でものを言える仲間をつくる。

　◆産政塾の運営

　　　●具体的テーマの決定
　　　　年間の基本テーマに基づき、各グループで具体的テーマ・目標について論議し、決定する。

　　　●講師、訪問先選定

　　　　各回（2～6回）の講師や訪問先を決め、交渉し、承諾をもらう。

　　　●事前勉強

　　　　前に講師や訪問先の基礎知識などについて勉強する。

　　　●論議
　　　　講師と接し、その生きざまを見聞し、そして講師の考え方と自分の考え方について大いに論

　　　　議する。
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●心に刻み込む

　何かひとつ自分の中に感ずるものを残し、心に刻み込む。

　＊講師の生きざまや考え方を、見習い、手本としようとするものではありません。殻の外へ

　　踏み出すための機会提供と考えます。

　　第19期生の感想（産政塾誌（2009年1月発行予定）より抜粋）

・ 塾生みんなが前向きで常に相手のこと、全体のことを考えながら、まず行動する姿をみて自身を

　振り返る機会となった。

・ 産政塾の何が素晴らしいかと言うと、このように、変に凝り固まりつつある、私たちぐらいの世

代の思考や生活や仕事への姿勢を一気に氷解してくれるところにある。

・ 通常知り合う機会のない異業種の人と出会い、交流し、経験することで、自分の幅を広げられた

　ような気がします。このように研修を通じて多くの刺激を受け、経験し、すばらしい方々に出会

えたことは私にとって大きな財産です。

・ 今回参加して、一番得たものはやはり人とのつながりであり、これからもあるであろう殻を一緒

に殻を破れる仲間に出会えたことが何よりの収穫だった。

・ 産政塾での数々の活動は「お前はこれからの人生を、どんな心がまえで過ごすんだい？」と問い

掛けられているようであった。そしてそれは、背筋が引き締まるような、とても心地よいプレッ

　シャーでもあった。

・ 富士山に登って思ったことは、これまでチャレンジすることができない、最初からあきらめてい

ることが自分の一つの殻だとすると、今回少なくともその一つの殻を破ることができたと思う。

それは自分一人の力ではないことは確かである。

・ 最後に全体を通して一番に感じたことは、　「人は人の中でこそ成長できる、殻を破るためにはた

くさんの人に出会うことが大切である」ということである。

・ 同じ人生、楽しみながら生きていきたいし、そうしないと新たな発想も生まれないということ

を、今回の活動を通じて、そして産政塾に集った仲間から学ばせていただいた。

・ 産政塾に参加するたびに、自分も頑張ろうと思った。最高の仲問に出会え、多くの刺激を受け

た。

・ 第19期として産政塾の活動は終了したが、自分自身の「殻探し」は、今後も続けなければならな

い。この気持ちを持ち続け、成長し続けることが今後の私の課題になると考えている。

・経験をつんだ自分は開塾式前の自分とは絶対に違うと思います。もしかしたら1月の時にわから

なかった事、出来なかった事が今の自分には造作も無い事になっているのかもしれません。

・産政塾では、貴重な経験をたくさんさせていただきました。この経験がなければ以前の自分とは

何の変化もなかったと思います。そして実際の体感や経験が大切だということに気づかされまし

た。この“気づき”が今後の仕事や生活の中に生かすことが出来ればいいと思います。

2008年3月　岡崎市清信寺 2008年7月　富士山登山

一 49一



9月8日（月）

　　10日（水）

9月12日（金）

9月29日㈲

10月1日側

10月2日（火）

10月3日（水）

10月9日（火）

10月中旬

～ 11月中旬

10月28日（火）

11月13日困

11月21日團

11月26日困

2008年9月1日から11月30日までの主な活動

新公益法人制度に関する説明会に参加

全トヨタ労働組合連合会定期大会に参加

公認会計士による監査

労働関係シンクタンク交流会幹事会出席

全トヨタ労連受託テーマ

「仕事と生活の調和の実現に向けた働く人達の意識調査」の

進め方に関する研究主査との打ち合わせ

トヨタ自動車㈱渡辺捷昭社長講演会に参加

（主催　豊田商工会議所）

年度研究テーマ

「より健全で良好な労使関係の構築に向けた職場づくり」

第1回専門委員会開催

全トヨタ労連受託テーマ

「仕事と生活の調和の実現に向けた働く人達の意識調査」

関係企業労使へのヒアリング調査

高年齢者雇用を考えるシンポジウムに参加

年度研究テーマ

「より健全で良好な労使関係の構築に向けた職場づくり」

関係企業労使へのヒアリング調査

年度研究テーマ

「より健全で良好な労使関係の構築に向けた職場づくり」

第2回専門委員会開催

労働関係シンクタンク交流会（連合総研主催）に参加
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産政研の研究から

調査研究テーマ

「グローバル化の進展に伴う

海外事業体運営に関わる組合員の働き方」

1．はじめに

　グローバル競争が熾烈化する中、製造業な

かでも自動者産業の海外事業展開は、急速に

その速度を速めつつその規模と範囲の拡大を

続けている。今後もBRICsを中心に全世界で

様々なプロジェクト等の立ち上げが相次いで

おり、海外拠点の事業運営をスムーズに運営

するために日本本社から海外に出向する従業

員（組合員）が急増している。一方、国内各

社の実情を見ると技術・技能レベルの維持向

上のための中核人材としての海外出向要員の

確保・育成も思うようにははかどっていな

い。

　今海外拠点では、海外事業体の順調な立ち

上げから、将来的な自立化に至るまで、それ

ぞれの海外拠点のステップにあわせて体制づ

くりを進めている。こうした中で、海外で働

く多くの従業員（組合員）が、現地事業体の

製造準備や生産量拡大への対応、更には現地

事業体の従業員の人材育成など海外拠点を支

援するために言葉や文化の異なる環境下で尽

力している。

　こうした中、今回海外拠点の第一線で働く

組合員の現状の働き甲斐、働き方はどうであ

ろうか、また企業による海外赴任者へのサ

ポート体制及び海外赴任者の人材育成はどの

ように行われているのかなど、海外赴任者が

よりやり甲斐をもち、より安心して働ける環

境づくりに向けて企業労使で取り組むべき課

題・役割を明らかにする目的で中部地区の製

造業、主に自動車産業における海外赴任者

（組合員）の実態調査を行った。

　調査地域としては、新興国として成長が著

しくかつ「国内市場向け生産拠点」から「グ

ローバル供給拠点」へと戦略的位置づけが変

化しつつある中国・アセアン地域を対象とし

た。調査にあたっては、研究主査として金城

学院大学　山本郁郎教授にご協力をお願い

し、事務局として河原事務局長と松井主任研

究員が加わった。

2．調査内容と調査方法

　調査は、中国・アセアン地域に事業拠点を

おく中部地域の自動車産業に関わる企業を対

象にその人事担当者及び海外出向経験者のヒ

アリング調査を実施。その結果をもとにアン

ケートを作成し、中国・アセアン地域に進出

している企業（45社）と現在その拠点に海

外出向している組合員へのアンケート調査
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（280人）を行った。

＊時期：ヒアリング　2007年10月～12月、

　　　　アンケート：2008年2月～3月

〔1）ヒアリング調査（協力企業10社）

　　①企業人事担当者：業務支援及び生活面

　　　　　　　　　　　の支援体制、海外出

　　　　　　　　　　　向要員の確保、育成

　　　　　　　　　　　状況など

②出向経験者 ：出向先での働き方、

現地スタッフとの

コミュニケーション

状況、現地での生活

環境、満足度など

②アンケート調査（45社）

①企業人事 ：出向内示時期、出向期

聞、業務・生活支援状

況、出向者の役割の変

化など

②現地赴任者（ASEAN：121名、中国：159名）

　　　　　　　：出向先での働き方、現

　　　　　　　　地スタッフとのコミュ

　　　　　　　　ニケーション状況、

　　　　　　　　労働時間、生活実態、

　　　　　　　　満足度など

3．調査結果（概要）

　調査結果の概要は、以下の通り

（1）海外出向者の「やりがい」

　出向者の圧倒的多数が出向先での仕事に

大変「やりがい」を感じている。　「やりが

い」を感じる出向者の割合（「大いに感じ

る」十「まあ感じる」）は、91％にもなる。

「やりがい」の理由を見ると、端的にいって

「仕事の面白さ」、すなわち「仕事範囲の広

さ」（68％）や「仕事権限の大きさ」（23％）

「広い人脈」（25％）などが大きな理由とし

て上げられている。次に大きな理由に上げて

いるのが異文化を含めて「特別な体験」ができ

ると言う回答が27％となっている。一方、

「報酬」　「昇進」と言った対価や経済的理由

をあげる人は極めて少ない。

〔2）出向者の働き方

①日本と比べ顕著な違いは、出向者の職位

　の高さであり、仕事範囲の広さ・仕事権限

　の大きさである。わずかな人数の出向者で

　現地法人を運営しているので予想された

　特徴であるがこれは出向者の企業規模に関

　わりなく見られる。出向者の仕事内容を見

　ると、今までの「日常管理」業務から「プ

　ロジェクト（現地人材育成）管理業務」へ

　と変化してきている。具体的には企業規模

　を超えて最も高かった業務は、　「現地従業

　員教育」（71％）、ついで「プロジェクト

　業務」（51％）、次に「本社との連絡・折

　衝」　（47％）、　「本社からの来客対応」

　　（37％）の順である。グローバル戦略の展

　開に伴い、業務を現地従業員に移管してい

　くことが最重要課題になっている。出向者

　の役割が今や日常管理業務から「現地人材

　育成」や「本社との折衝・調整」に比重が

　おかれていること、また、企業規模を問わ

　ず「プロジェクト業務」の割合がかなり大

　きな比重を占めていることは、グローバル

　戦略の展開に伴い、各種プロジェクトが増

　大していることを如実に物語っている。

②本社の業務支援体制を見ると、海外生産

　拠点の業務支援は基本的には「現場」、す
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　なわち「関連機能部署」や「マザー工場」

　が担当している。小企業のように組織分化

　が進んでいないところでは、　「海外生産統

　括部署」が比較的大きな割合を占めている

　が、大企業では、　「地域統括拠点」に拠点

　支援機能が移りつつある。

　　海外生産拠点の本社グローバル戦略へ

　の統合が強まっており、本社との連携がよ

　り重要性を増してきているが、問題点とし

　ては本社から現地への指示内容について、

　「英語ないし現地語への翻訳」が出向者

　に大きな負担となっていること、更には、

　現地から本社への問い合わせに対し、　「本

　社の窓口不明」　「回答が遅い」との指摘や

　「本社の各部署から些末な情報を要求され

　る」などの指摘が多く見られた。

③出向者は仕事に「やりがい」を感じる反

　面、日本にいたとき以上に就業時間が長時

　間化する実態が見受けられる。海外では、

　言葉や文化・風土などの異なる中で生活し

　働かなければならない状況にあり、長時間

　労働は、国内以上に本人の精神的負荷を高

　めると同時に家族にも大きな負荷を与えか

ねないので、労使は就業実態の把握と適切

な対応策をとる必要がある。

（3）コミュニケーションを促進するために

①現地従業員の業務遂行能力の向上、その

　ための人材育成の必要性がますます高まる

　につれて、現地従業員とのコミュニケー

　ションは、一層重要性を増している。そう

　した観点から見ると現地従業員とのコミュ

　ニケーションは、　「良好」　「（「良好」＋

　「まあ良好」）が55％と悪くはないが、安

閑としていられる状況でもない。特に40歳

　以上の技能職は、半数を超える方が現地従

　業員とのコミュニケーションを「難iしい」

　と感じている。また、現地従業員とのコ

　ミュニケーションは現地語学習への取り組

　み姿勢に強く相関しており、出向者に現地

　語学習を保証することが大切である。

②日本からの出向者は比較的少人数で、チー

　ムとして業務を遂行するだけに出向者間の

　コミュニケーションがうまくいっているか

　どうかは、業務の上でも出向者の精神的負

　荷の面でも重要な要素である。何らかの出

　向者間のトラブルを経験した人は43％にも

及ぶ。そうした時の対応で圧倒的に多いの

　は「我慢する」（46％）となっており、波

風を立てまいとする出向者の姿勢が強く出

　ている。出向者のチームワークが非常に重

要であり、そのために出向先のトップが果

たす役割は非常に大きい。

（4〕暮らしの支援体制・制度

①生活面での充実した制度がなければ仕事に

　集中することはできない。まして異文化社

　会での生活はそれを支える支援が必要であ

　る。現地語学習機会、一時帰国制度、長期

　休暇制度、健康診断・医療制度、子女の就

　学補助などの制度は、企業規模の大小に関

　わらず比較的整備されているものの制度は

　あってもなかなか利用しにくいといった声

　があがっている。特に一時帰国制度は運用

面での改善が望まれる。また、健康管理制

度の普及は、企業規模を問わず進んでいる

が、企業アンケートをみるとメンタルヘル

ス・ケアの面で課題が残る。出向者とその

家族を含むストレス・ケアについては国内

と同水準の対応が求められる。
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②困りごと及び相談相手

　当然のことながら家族帯同者と単身赴任

　者との間では、大きな違いが見られた。家

　族帯同では「家族の健康」（55％）、「家族

　の現地対応」（49％）　「子女の教育問題」

　（49％）等家族に関わる事柄で困った経験

　が多い。

　　他方、家族を帯同しない出向者は、　「食

　事」　（単身赴任者40％、未婚者42％）、

　「自分の健康」（52％）である。以上のこ

　とから家族状況に応じた対応が必要である

　ことがわかる。相談相手先を見るとまず全

　体では、　「出向先の上司・友人」（74％）

　が圧倒的に高い。　次に「出向先担当部

　署」（23％）、　「家族・知人」（21％）と

　なっている。

　　こうした中でやや違った傾向を示して

　いたのが、　「40歳以上の出向者」である。

　　「出向先の上司・友人」が13ポイント低

　く、また「出向先担当部署」への相談も低

　い。40歳以上層は、技能職・単身赴任者が

　多いという特徴があるが、出向先で相談す

　べき事柄が少なく留守家族との連絡の必要

　性が高いと思われる。

〔5）出向要員・現地人材の確保・育成について

　出向者が特定の人に偏る傾向は広く見られ

る。　「偏る傾向あり」　「若干ある」をあわせ

ると企業規模を問わず7～8割に及ぶ。その

理由は、　「出向者不足」が最も多く（6～7

割）、　「業務上の理由」　「有能な人材不足」

があげられる。出向要員の育成施策では「語

学学習」　「ローテーション」が双壁となって

いる。大全業では、　「トレーニー制度」の

割合が高い。現地人材育成施策として大き

な割合を占めたのは、　「出向者によるOJT」

（80％）と「日本研修」（71％）である。大

企業では、　「本社研修センター」や主要拠点

に置かれた研修センターを上げる企業がかな

りあった。今後研修センターの役割は、ます

ます増大するものと思われる。

〔6）その他

　アンケート調査の中で出向者から「今後改

善すべき事項」として多く上げられた項目

は「十分な出向準備期間の確保」（37％）、

「業務支援体制の確立」（36％）、　「生活支

援体制の充実」（31％）、　「出向者の計画的

育成」（28％）、　「就業時間管理の適正化」

（27％）の順であった。この中で、一番に指

摘された「十分な出向準備期間の確保」につ

いては、出向者は内示を受けてから赴任する

までの期間、仕事に区切りをつけ後継者に引

き継ぐとともに、出向先現地での業務や暮ら

しについて家族ともども必要な情報を収集す

るなど公私にわたり準備に忙殺される。十分

な準備期間を取ることで出向者は「後顧の憂

いなく」赴任できるのである。出向準備期間

の確保は本人はもちろん、海外拠点業務の円

滑な運営にとっても極めて重要といわねばな

らない。

　出向内示時期については、多くの企業で

ルール化されてはいるもののなかなか守られ

ていないのが現状である。また、帰任後の自

らのキャリア形成にも不安を抱いている。し

たがって、十分な出向準備期間を確保するた

め出向内示時期とあわせ出向期間の明示化を

行うことが必要である。
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4．今後の取り組み

　最後にグローバル化の進展とともに、今後

とも海外出向者が増え続けることが予想さ

れ、労使とも従来以上に継続的に赴任者の声

を吸い上げる体制作りが求められる。今回の

アンケート調査結果でその一端が明らかに

なったように海外の異文化社会の中でグロー

バル化の最先端を担うことで出向者には、仕

事と生活の両面で大きな負担がかかってい

る。出向者＝組合員がその状況を改善するた

めにまず第一に声を届けたいと考えるのは労

働組合であろう。しかし、労働組合は海外拠

点での生活実態、海外出向制度の運用状況等

を十分実態把握していないのではないかとい

う声もあった。幸い海外拠点に組合と連絡を

取り合う「職場委員（海外連絡員）」のネッ

トワーク構築をすでに始めた組合もある。海

外職場委員ネットワークをうまく活用して相

談窓口など組合独自の情報ネットワークを構

築していく体制づくりは不可欠である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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編集後記

　米国発の金融危機は、瞬く間に新興国、途上国をも巻き込み世界同時不況に波及した。未だいつ

底打ちするのか先行きが見えず1929年の大恐慌とも比較され、「今世紀最大の危機」「100年に1度の

大津波」と言った言葉で事態の深刻さを言い表わしている。そう言えば世界大恐慌は、1929年10／24

の朝のGMの株価暴落が発端である。今その王者と言われたGMが喘いでいる。そしてトヨタも未曾

有の緊急事態に直面している。こうした時に上に立つ者がいたずらに「全ては金融危機だから」と叫

んでいるだけでは責任逃れに聞こえるし、それだけで皆萎縮してしまう。今必要なことは、会社を

取り巻く環境や将来に渡る様々な課題について労使で徹底的に話し合い共有化すること、その上で

どんな対策が必要かつ可能であるかを見極め、相携えて一つ一つ迅速着実に実行することである。

　故松下幸之助氏の言葉に「好況良し、不況さらに良し」がある。不況時には普段、見えなかった

欠点が浮かび上がる。それを乗り越える努力をすれば、次の飛躍に向け視界が開けてくるといった

内容である。今歴史的な転換期にあるが、過去我々の諸先輩方はオイルショック、円高など数々の

苦境を克服してきた。今こそ良き理念、DNAを継承してきた世代の底力を示す時だと思う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（河原真一）

　大阪府の橋下知事が「ケータイ禁止令」を表明した。来年3月までに府内の公立小中高校で、携

帯電話の持ち込みや校内での使用を禁じるというものだが、様々な波紋を呼んでいる。しかし、メ

ディアから流れる賛否両論には何かしっくりこない。賛成派は、GPS機能を使った子供の安全確保

や友人とのコミュニケーションと情報収集などをメリットとしてあげる。反対派は、ネット上での

いじめや悪いサイトへのアクセスに伴う犯罪から子供を守ること、また学力への悪影響などもデメ

リットにあげる。どちらにも言い分があるものの、議論がかみあっていない。児童・学生が校内で

携帯がなければ本当に困る状況なんてありえない。学校は授業と部活動、それに友人や教師とのコ

ミュニケーションと交流の場である。相手に姿をみせずに（たこ壷に入ったままで）そしてその

瞬間ごとの相手の反応も確認できないままでのコミュニケーションは、心ない激しい言葉を投げか

けやすく誤解も生じやすい。自分の目で生身の人間の姿を捉えて意思疎通を図ることからコミュニ

ケーションを学ぶことのほうがもっと大切である。

　校内での携帯電話は不要である。ただ登下校時は個人の自由と選択に任せるべきで、学校がとや

かく言う必要はない。確かにメリットはある。完全禁止ではなく校内での禁止が現実的ではないだ

ろうか。そのため、校内に一次預かりを設ければよい。　　　　　　　　　　　　（矢辺憲二）

　　「上海蟹を食べに行こう。」と誘われ先日、上海に行ってきた。一緒に行った人たちに「楽し

かったなあ。」　「上海いいなあ。」と言わせた一番の理由は、「上海蟹」ではなく、周さんとい

うオプショナルツアーのガイドとの出会いだった。街の説明はもちろん、私たちの素朴な質問にも

「わかりません。」ということが無くしっかり答えてくれた。ツアーが終わってからもマッサージ

屋や、自分のお薦めの居酒屋まで案内してくれた。ガイドだから当たり前のことかもしれないが、

とにかく嫌な顔せず、笑顔でまず「はい。」と行動してくれるのがとても気持ち良かった。押し付

けではなく私たちには丁度いい対応だった。今回の旅も、おいしい食べ物との出会い、素敵な景色

との出会いもあったが、やはり人は、　「人」との出会いに勝るものは無いんだなあと思った。上海

をまた少し好きになった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（高橋若葉）
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自賠責共済（保険）は、交通事故の被害者に

基本的な賠償を保障するため、法律にもとづき、

運行するすべての自動車、バイクに加入が義務づけられています。

車検のない250cc以下のバイクは期限切れに注意！

ナンバープレートの青のステッカーが目印1

　下の場合、期限は、平成21年9月です。

期鷲焼→21
　　　　　　　　　一
期限となる月→

責任保険・共済

区
∩
U

　
コ
00

∩U
固
…
あ

自動車損害賠償保障法第86条の

3（1年以下の懲役または50万円
以下の罰金）おホび道路交通法
第103条第1項（違反点数6点とな
り免許停止）の処飼対象。

2008年（平成20年）4月1日以降始期契約

　　　　　期　間

車　種
60ヵ月 48ヵ月 36ヵ月

　　　　．．一一一

24ヵ月

皿一　　　　　　　　、

　　12ヵ月

軽二輪自動車（125co超250CG以下）

22，050円 18，790円 15，470円 12，080円
　　　　一

8，620円
　
原
動
機
付
自
転
車
　
　
　
（
1
2
5
c
c
以
下
）
㌧

14，070円 12，340円 10，580円 8，790円 6，960円　　　　　　ノ

．．一一一一一一

※離島以外の地域（沖縄県を除く）に適用

回囲丁回国圃帯團享犠さモ宅意外に多嚥事故．
　　　　　　　　　警繋資料「平成19年中の交通事故発生状況」より

　　1年間における
　交通事故の発生件数は

　　　832，454件

約37．9秒に1件

　　1年間における
交通事故の負傷者数は

　　1，040，189人

約30．3秒に1人

　1年間における
交通事故の死亡者数は

　　5，744人

約92分に1人
喜簿

　
　

身
7

　
　
領

渥ゐ

，
ば
輔

ノ

レ

この機会にぜひ、自賠責共済も全労済でお手続きください！

自賠責の加熈ほi最寄の窒労済ま酉お間U、谷搦ぜくだざし、。

全労済愛知県本部（愛知県労働者共済生活共同組合）
全労済は、将来の支払いに備えて諏生労働省令に定められている共済契約準儲金をこえる充分
な積み立てをおこなっています．また、資産運用のリスクを適切に管理し．健全な資産運用をおこ
なっています。

全労済は、これからも引き続き健全な経営に努めていくとともに、情報開示を積極的におこなっ

ていきます。また．薩人情報保護法をはじめ関連する法令等を遵守し．お預かりしたお客さま1；nv
する懐報について厳璽な管理体制のもとに正確性・機密性・安全性の確保に努めています。
〔※詳しくは、各都道府県の全労済にお間い合わせください）。

保障のことなら董鴛膿羅難撚辮

全国労働者共済生活協同組含連合会各種共済をご祠用いただけます．

習さまの安心とゆとりある轟らしをめ

ざしています．すでに組合員は全国で

1脚万人，出資金をお支払いいただい

て各都道府県生協の粗台員になれは，

　　　　7608AO28



TOYOTA
子どもも大人も同級生。
みんな、行きたくなる学校があります。
世界遺産に登録された合掌集落の地、岐阜県白川郷。

この白山麓のふところに、ユニークな宿泊施設があります。　　　　　　・一

トヨタ白川郷自然學校。ここは、温泉と食の恵みを堪能できるオーベルジュ。

そして、伝統文化に触れ、大自然と対話する学びのフィールドです。

季節の体験プログラムや環境との共生プロジェクトに、あなたも参加してみませんか？

企業研修・ゼミなどでもご利用いただけます。どうぞ、みなさまでお越しください。

　インタープリターによる
●
　ネイチャーガイド

①9：00～10：00②10：15－・ll：15

料金は基本プランに含まれます。

9：30～12：00　お1人2，000円

（要予約／夏体み以外の日・祝）

9：30～12：00　お1人2，000円

〔要予約／7月下旬～8月31日）

基本プラン料金

お1人様1泊2食1プログラム硝費税・サービス料込〕 大人10，600円～／子供8，500円～

●和室または洋室、宿泊されるグループの人数に合わせた部屋をご用意します。

　タ食はフレンチのハーフコース、朝食はカフェテリア方式の洋食となります。

●大人、子供ともにプラス2．000円で夕食をフルコースに変更可能です．。．

m年末年始等L特別期間斜金を設けておりますのでご了承ください※詳しくはお問い合わせください．

学校・企業研修等、団体向けプログラムのオーダーも承ります。

●「新入社員」へのフォロー研修や「若手管理職もしくはリーダーシップを必要としている方々」

　への環境教育研修が可能です。研修対象や主旨を伺った上で、具体的な研修プログラムを

　ご提案いたします。

●自然体験を中心としたプログラムもご要望に合わせてご提案いたします。

●学校団体の目的やご要望に合わせてアレンジいたします。

星空と温泉と自然体験のエコツアー

TOYOTA　Shirakqwa－Go　Eco－lnstitute

トヨタ白）Ili郷自然學校

ご予約・お問い合わせ〒501－5620岐阜県大野郡白川村馬狩223　Tel．05769－6－1187　http：／／www．　toyotaeco－inst．jp　e－mail　info＠eco－inst．］p
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